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「地球温暖化や大気汚染の事態は深刻だ！」と叫んでも、近未来の危機と捉えている国民

はどれほどだろう。「地球温暖化や大気汚染はもはや止めようがない」と嘆く科学者もいる。

地球温暖化は海水面を上昇させ、フィジー諸島の北に位置するツバル共和国では、国土が海

面下に没するという深刻な危機にある。日本においても無縁ではない。海面上昇が続けば、

東京都荒川区といったいわゆる「海抜０ｍ地帯」は、やがて深刻な事態に陥ることになる。

２００５年２月、CO２などの温室効果ガスの削減を義務付けた「京都議定書」が発効した。議

定書での日本の削減目標は、１９９０年のCO２のレベル１２億３，６４０万トンを－６％にすること。

しかし、排出量は９０年以降も増え続け、２００３年度にはCO２換算の総排気量は８．３％上回る１３

億３，９００万トンに上っている。やっと２年が経過して議定書が発効したが、今日の段階で目

標を達成するには、１４．３％・１億７，７００万トンを上回る削減が必要で、国を挙げての具体策

の実行が求められている。

一方、大気を汚染する窒素酸化物（NOx）や硫黄酸化物（SOx）は、人間に喘息などの健

康被害を発症させたり、酸性雨や大都市での光化学スモックの要因として知られている。

２００５年５月には船舶からのNOxや SOx などの有害物質の排出削減を義務付ける国際海事機

関（IMO）の船舶排ガス規制条約（MARPOL付属書�）が発効した。この条約は５年ごと

の規制値見直しを定めていることから、今後の規制の厳格化は避けられず、船舶から排出さ

れる有害物質排出削減への新技術の開発が待たれている。

今号では、地球温暖化や大気汚染の現状と将来に向けての知識を深め、国民はどうすべき

なのかを考えるとともに、船舶から排出される有害物質の削減に向けて、行政や関係する機

関・団体の取り組みや研究開発などを探ってみた。

地球温暖化や大気汚染を止められるか？



はじめに

増田 本日は、地球温暖化や大気汚染が与

える影響や対策などについて、全国地球温

暖化防止活動推進センターの高木事務局長

にお話を伺いたいと思います。

高木 よろしくお願いします。

増田 本題について伺う前に、まずは全国

地球温暖化防止活動推進センター（以下、

全国センター）の概要や活動について簡単

にお話下さい。

高木 「地球温暖化対策の推進に関する法

律」にもとづき、１９９９年７月に当時の環境

庁長官から�日本環境協会が全国センター

の指定を受けました。

また、この法律によって各都道府県でも

知事の指定で都道府県地球温暖化防止活動

推進センターが設置され、現在では３８の都

道府県にセンターが設置されています。

全国センターの目的は、地球温暖化対策

に関する普及啓発などによって地球温暖化

防止に寄与する活動の促進を図ることで、

地球温暖化に関するさまざまな情報の収

集・提供をはじめ、広報・啓発、NGOや

民間団体の活動支援、都道府県センターの

支援など、活動は多岐にわたっています。

大気汚染ガスと温室効果ガス

増田 さて、地球温暖化に対する国民の関

心も高まっているところですが、窒素酸化

物（NOX）や硫黄酸化物（SOX）といった

大気汚染ガスと、地球温暖化に関係ある

CO２などの温室効果ガスの関係について話

してください。

対談：地球温暖化・大気汚染の影響と克服への課題
全国地球温暖化防止活動推進センター 事務局長

たか ぎ ひろあき

高木 宏明

聞き手・日本海難防止協会 企画国際部長
ます だ た だ し

増田 正司

地球温暖化防止に向けて「皆さんには、気長に実施可

能なものから始めてほしい」と話す高木事務局長。

聞き手の増田部長
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高木 NOX や SOX は、公害の著しかった

１９６０年代から大気汚染物質として問題にな

ってきた物質ですが、日本の工場などでは

１９７０年代には対策を終えています。ただ、

主要道路の沿道でのNOX 濃度は、依然改

善されていません。最近においては、中国

などでも経済発展に伴い、自動車や工場か

ら排出されるNOX や SOX が問題になり、

削減対策が検討されています。

２００５年２月に発効した京都議定書で削減

の対象となっている温室効果ガスは６物質

（CO２、CH４、N２O、HFCs、PFCs、SF６）

ですが、この他にも水蒸気など温室効果を

有する物質はあります。逆に、SOX などは

温室効果を抑制する物質ですが、船舶から

の排出で規制を受ける物質と地球温暖化に

関係する物質とは、別に考えたほうがいい

のではないでしょうか。

地球温暖化や大気汚染での
国際的対応の経緯

増田 地球温暖化が問題視されるようにな

ったその発端は、どのようなものだったの

でしょうか。

高木 １つは１９８０年頃、カーター政権の時

に「西暦２０００年の地球」という報告書が提

出されましたが、その時に初めて地球を、

つながった相互に依存しあうシステムとし

て捉える考え方が打ち出されたのです。こ

れにより、それまでの人類共通課題として

の環境問題から、地球規模での環境問題と

いう認識が生まれました。

この時期に、人工物質のフロンによって

成層圏のオゾン層が破壊されていることが

科学者によって報告され、その回復には４０

～５０年も要するのではと予測されたことか

ら、「科学的には不確実性が残るが、いま

取り組まなければ将来に禍根を残す」とい

うことで、１９８５年に「オゾン層保護条約」

を採択し、続く１９８７年にフロンガスを具体

的に削減していくスケジュールを決める

「オゾン層を破壊する物質に関する議定

書」（モントリオール議定書）を採択した

のです。

それまで科学的に不確実だったものを、

条約を作ってまで削減するということは、

国際的にも初めての出来事だったといえる

でしょう。

それと同時期に、それまで科学者の間で

地球の寒冷化といわれていたのが実は逆で、

温室効果ガスの影響から気象変動によって

地球の平均気温が上昇する地球温暖化が問

題としてクローズアップされてきたのです。

ただ、この問題は科学的により不確実であ

ったために、「気候変動に関する政府間パ

ネル（IPCC）」（各国の科学者と政府関係

者で構成）を設立し、科学的知見の集積を

行いました。そして IPCCの第１次報告書

（１９９０年）を受けて、１９９２年に「気候変動

枠組み条約」を採択し、１９９７年に京都議定

書が採択され、２００５年２月に発効しました。

増田 大気汚染物質の量は、どのように変

化しているのでしょうか。

高木 SOX に関しては、日本は１９６０年代が

ピークで、現在の SOX 排気量は１９６０年代

の１０％ほどにまで削減が進んでいます。

ヨーロッパも日本に遅れましたが、１９８０～

９０年代にかけ規制が大幅に進みました。現

在は、経済の発展している途上国で深刻な

問題となっています。
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中国での SOX の排出が多くなれば、気

流に運ばれ、日本に酸性雨を降らすことに

なりますが、最近の中国政府は対策に努力

しているようです。

NOX の主な排出源は自動車です。日本

では、工場の排出対策は進んでいます。一

方、自動車については排出ガスの削減は大

幅に進みましたが、交通量が増えているた

めに道路の沿道ではなかなか大気汚染濃度

を下げることができずに経過しています。

昔、環境庁に入ったばかりの頃に SOX

の総量規制に取り組んだことがあるのです

が、工場における削減はできるのですが、

海辺の港湾は船舶からの影響が結構あって、

船舶からの排出削減は当時から課題になっ

ていたことを覚えています。

増田 それは、いつ頃のことですか。

高木 １９７０年代のことです。その頃は、燃

料を変えるとかいろいろ検討しましたが、

国際的に条約でというのはものすごく時間

を要するし、技術で対応しようとすると

リードタイムがあるなど、即効的対策を見

い出せず、時間がかかるものばかりでした。

蓄積・吸収の仕組み

増田 大気中に放出されたCO２の吸収や蓄

積の仕組みとその影響について聞かせてく

ださい。

高木 太古の地球は、金星などと同じよう

にCO２に覆われていたと考えられています。

それが海の出現によってCO２が海にとけ込

み、濃度が低くなって植物が陸地に現れ、

植物の光合成によってCO２が一定化。やが

て植物の死骸が蓄積して石油や石炭に固定

し、そして今、人類はその固定したものを

燃料として利用しているのです。

IPCCによれば、地球のCO２は総量４万

７３０Gt（ギガトン：１Gt＝１０億トン）で、海

洋に３万８，０００Gt、陸上の大地に１，５００Gt、

植物に５００Gt、大気に７３０Gt（３７０ppm）存

在すると推定されています。

この状態に加え、化石燃料を燃やすこと

で年間６．３Gt の新たなCO２が発生していま

すが、このうち１．７Gt は海に、１．４Gt は大

地と植物に蓄積・吸収されるのですが、残

り３．２Gt は大気の蓄積分７３０Gt に加算され

ることになります。【図１】

この大気中のCO２濃度は、着実に増加し

ていることが判明しています。【図２】

こういった温室効果ガスの増加に伴う世

界の平均気温の方も、１９６０年から３０年間の

平均値に対する気温の偏差を見ても、明ら

かに昔はマイナスだったのが１９８０年代前後

から急激にプラスに転じているのが分かる

と思います。１９００～２０００年の１００年間に、

世界の平均気温は０．４～０．８℃上昇したとい

われています。【図３】

しかし、温室効果ガスによって影響がど

の程度現れているかと問われても、自然の

気象変動の波もあり、それを抜きにして話

すことは難しいものがあります。

増田 先ほどのお話では、海への蓄積・吸

収は大きいものがあるのですね。

高木 海のプランクトンによる光合成やサ

ンゴなどによる吸収がありますからね。た

だ、海も場所によって吸収する場所があれ

ば、放出する場所もあるのです。また、季

節によって異なるといった場所もあり、こ

れらは現在、科学者たちが研究中です。
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増田 海への蓄積・吸収がこれだけ多いと、

それによって海の中はどのように変化して

いくのでしょうか。

高木 飽和状態に達するまで蓄積は進むで

しょうが、蓄積分が石灰質となって海底に

沈殿したり、貝やサンゴが固定したりする

のだと思います。

増田 海の生態系に大きな影響を与えるこ

とはないのですか。

高木 生態系に影響を与えるということは

ないと思います。北太平洋における海の研

究では、日本とカナダが共同で貨物船に計

測器を積み込み、同航路のチェックポイン

トの海水をサンプルとして取水し、ある時

期は蓄積、ある時期は放出といった実態を

調査研究しています。この手法は、国際的

にも認められ、現在ではほかの国々でもこ

の方法で研究を行っています。

温暖化による世界的な影響

増田 世界的に見て、温暖化の影響を受け

ているものとしては、どのようなものがあ

るのでしょう。

高木 国際的な協議機関の IPCCが２００１年

に出した報告書では、地球の平均気温の

０．６℃上昇、海水面の１０～２０cm上昇、北

半球の中高緯度地方での大雨の増加、一部

の干ばつ増加、氷河の後退といったことが

現実に生じていると述べています。【図４】

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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氷河の後退は顕著で、ヒマラヤの氷河を

１９７８年と１９９８年で比較すると、山々の間に

存在していた氷河が奥の方に後退し、前方

の山並みの手前の低地に融水が湖を形成し

た状況になっています。【図５】

２００４年１２月の「締約国会議」のサイドイ

ベントで、ネパールの人が「氷河がとけ、

急斜面の上部のほうでいくつもの大きな水

溜りとなっている。決壊すると大規模な土

石流が発生し、甚大な被害が発生する恐れ

がある」と各国に援助を求めていました。

これらは、地球温暖化と直接結びつくも

のではないにしろ、何かの変化が起こって

いると思っています。

増田 北極海の氷山はどうでしょうか。

高木 例えば、グリーンランドの氷がとけ

ると、その周辺の海水濃度が薄まって比重

が軽くなるとのことです。普通は、この地

域で海水が海底まで沈み込み、それが深層

流となって世界の深海底を大循環する仕組

みなのですが、海水の比重が軽くなると海

底に沈みにくくなり、循環が弱くなります。

読者の皆さんが見た洋画「デイ・アフ

ター・トモロウ」のコンセプトでもありま

すが、あんな急激な話ではないにせよ、ヨー

ロッパの気象や海流などにかなりの影響を

与えることが考えられます。

日本における影響

増田 そうですか。日本ではどうなのでし

ょうか。

高木 ２００５年２月に「フォーラム気候の危

機シンポジウム」を開催し、農業や漁業な

どの仕事をされている方々からお話を聞く

機会があったのですが、漁業の方からは「最

近は、暖流の勢いが強くなって、三陸沖で

真鯛や黒鯛が獲れる」とか「日本海で発生

していた越前クラゲが、津軽海峡を通って

太平洋側にも進出してきた」といった、今

まで考えられなかったことが起きていると

のことでした。

これとは別に、福井のダイバーの方から

は「冬でも暖流の魚が多く見られる」との

話でした。これは、雪解け水が少なくなっ

て、海水の温度が下がらなくなっているこ

とがあげられます。このように、見えない

海の中の変化といったこともあります。

また、ウインドサーフィンをされている

方が「外洋に出ると、自らの経験則による

風と違う風が吹く」と言っていますから、

何かが変わりつつあるのかも知れません。

増田 私は北陸の出身なのですが、昔の冬

【図５】
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はずいぶんドカ雪が降ったものですが、最

近ではその量も、昔ほどではなくなったと

聞いています。

高木 そうですね。雪では、スキー場が困

っているといった話もよく聞きます。高山

植物がどんどん山の高い方へ移っていたり、

花のつける時期が早くなったといった話も

聞きますね。

私は北海道出身ですが、旭川の雪はサラ

サラして良質なのが、都市化が影響して最

近では昔ほど気温が下がらず、雪質も変わ

ってきたと聞きます。海では、今年は暖流

の勢いが強いために海水温が下がらず、サ

ンゴへの影響が心配されています。また、

オニヒトデの大量発生につながったりもす

るようです。【図６・７】

増田 海水面の上昇によっての現象はある

のでしょうか。

高木 太平洋の島嶼国においても、台風で

波をかぶるようになったと聞いています。

増田 南極と北極で現象の違いなどは生じ

ていますか。

高木 南極は雪が増えるとのことです。そ

の雪の重みで氷が海の方向に押し出され、

先端の棚氷が崩壊して海に落ちるというこ

とのようです。

京都議定書でめざすもの

増田 「京都議定書」が発効しましたが、

これにもとづき、どのようなことをしよう

としているのでしょうか。

高木 日本における２００３年度のCO２の総排

出量は１３億３，９００万トンですが、「京都議定

書」では１９９０年の年間排出量１２億３，７００万

トンの６％を削減する約束でしたが、発効

までに８．３％増加してしまいました。【図８】

そのため、特定の分野だけ対策を講じて

も目標は達成できません。CO２排出の部門

別では、家庭部門での電気・ガスや自動車

などで約２０％、企業や公共部門で約８０％を

占めます。

【図６】

【図７】
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京都議定書の6％削減約束とわが国の温室効果ガス排出量 

したがって、企業や公共部門ではさまざ

まな省エネ・効率をよくする技術開発と製

品の導入に向けて対策を進めていますし、

家庭部門でも身近なところでの省エネなど

の対策を始めています。

CO２が一番身近なのですが、産業部門・

民生部門・運輸部門で１９９０年の数値と比べ

て見ますと、産業部門は景気が悪かったこ

ともあり、現在－１．７％なのです。それを

２０１０年までには８．６％減にするというので

すから、６．９％分を削減することになりま

す。民生のなかの家庭部門は、現在＋２８．８％

で、それを＋６％にまで削減するというこ

とで、２２．８％分も削減しなければなりませ

んから大変です。また船舶を含む運輸部門

は、現在＋２０．４％で、それを＋１５．１％にす

るということで、５．３％分の削減をしなけ

ればなりません。

これらの目標を実現するために、さまざ

まな手段で臨んでいくことになります。

増田 船舶からの排気ガスの削減では、都

市の行政機関で着岸時に陸電への切り替え

やＡ重油の使用が検討されたと聞いていま

すが、高木さんはどのように考えています

か。

高木 デイーゼルエンジンの効率が上がれ

ばエネルギー消費量が少なくなり、削減に

貢献することになります。また、今までは

車で陸送していた品物を、車より環境負荷

が軽い船舶を使って海上輸送することに切

り替える（モーダルシフト）といった、物

流のあり方を見直すことも必要です。

いまは、もう２００５年で２０１０年まで５年を

残すだけですから、諸対策の早急な実施は

「待ったなし」の状況だといえます。

実施可能な省エネから始めよう

増田 一般国民は、どのようなことから始

めればよいのでしょうか。

高木 政府は、国民の皆さんに省エネを目

標に、【図９・１０】に示す行動の実施を呼

びかけています。

また、待機電力の削減なども手軽に行え

ます。一般家庭における待機電力量は、消

費電力量の９．４％といわれています。最近

の電気製品は、待機電力の使用を少なくす

る工夫がされてきていますが、逆にデジタ

ル化によってさまざまな機能が付いたこと

によって、電気使用量が増えるといったこ

ともあるようです。

増田 たしかに、わが家でも待機電力とい

うのは使われていますね。

高木 主電源をオフにするだけでも約３割

の待機電力を削減することができるようで

す。最新のエアコンや冷蔵庫などでは、大

幅に消費電力量を削減する製品が出てきて

いますので、新しく買ったり買い換えたり

する時に、エネルギー消費の少ない製品を

選ぶというのも対策となります。また、交

通信号とか非常灯などのずっと点灯し続け

【図８】

8 海と安全２００５・秋号



・ 冷暖房温度の設定変更（夏28℃、冬18℃） 

・ 夏のエコスタイル～「クール・ビズ」 

・ ムダな電気使用の削減 

・ 待機電力の削減 

・ 公共交通の利用 

・ エコドライブ・アイドリングストップ 

ているものを、発光ダイオードなどの低電

力消費のものに切り替えるだけでも大きな

効果があります。

さらに、水道水も上・下水でかなりのエ

ネルギーを使用していますから、みんなで

節水すれば大きな水量になりますので、省

エネにつながることになります。水道は、

CO２排出量の３％を占めています。

ゴミの焼却も燃料を燃やして処理してい

ます。あとは、交通関係ですね。総排出量

自体は大都市ほど多いのですが、一人当た

りの排出量で見ると、大都市は公共機関の

交通網が整備されていますので、中小都市

の方が問題なのです。中小都市ほど、移動

時には電車やバスを使用せず、マイカー使

用が多いということです。この機会に、自

分の家庭生活を見直し、無駄を省く努力を

することが大切だと思っています。

エネ消費促進社会の見直しを

増田 最後に、高木さんの方で触れておき

たいことをお話下さい。

高木 そうですね。皆さんそれぞれができ

ることというのは小さなことなので、それ

が全体として成果にどうつながるというこ

とも見えるわけではありませんが、皆さん

のその小さな努力は決して無駄ではないと

いうことです。「自分がこんなことをして

も…」と諦めてしまわずに、あまり無理せ

ず気長に取り組んでほしいと思います。

不要なところの電気を消したり、家電製

品を買い換える時にエネルギー効率のよい

ものにするとか、そういったことを心がけ

るだけでも、ずいぶん違ってくるのではな

いでしょうか。

一方、深夜放送が復活したり、コンビニ

もセブンイレブンから２４時間営業となった

り、それにスーパーも追従するというよう

に、日本は競争社会から脱却できないでい

ます。この社会システムを見直さなければ

省エネの実現は難しく、さらにこのまま日

本がエネルギー消費型社会へと流されてい

くのを危惧します。

増田 本日はお忙しいなか、大変参考とな

るお話を聞かせていただき、ありがとうご

ざいました。

【図９】

【図１０】
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京都議定書とは

皆さんは「京都議定書」をご存知ですか。

京都議定書とは、先進国が地球温暖化の原

因である温室効果ガスの排出量について法

的拘束力のある具体的な数値約束を国ごと

に設定するとともに、約束を達成するため

の仕組み（排出権取引、共同実施、クリー

ン開発メカニズム）を定めたもので、平成

９年に京都で開かれた「気候変動に関する

国連枠組条約第３回締約国会議（COP３）」

で議定書が採択され、平成１７年２月に発効

しました。

京都議定書で削減が定められている温室

効果ガスは、二酸化炭素、メタン、一酸化

二窒素、代替フロンなどといった計６物質

であり、議定書の発効によって、例えば日

本は２０１２年までに、１９９０年時点における温

室効果ガス排出量の６％削減が課せられる

など、ほとんどの先進国が排出量削減に向

けた対策を進めています。

日本では今年、京都議定書の発効を受け

て、愛・地球博や温暖化防止に関係する各

府省によるイベント・キャンペーンと効果

的に連動して、温暖化防止を国民的な運動

にしようという趣旨で、政府が中心となっ

た「チーム・マイナス６％」という国民的

プロジェクトが行われ、多くの政府機関や

一般企業などが参加しています。また今年

の夏は、クーラーによるエネルギー消費を

減らすために、冷房設定温度が２８℃でも涼

しく効率的に働ける夏の軽装「クールビ

ズ」が話題となりました。これ以外にも、

新しいエネルギーの開発や、省エネ商品の

普及推進など、温室効果ガスを削減するた

めのさまざまな対策が取り組まれています。

温室効果とは

では、温室効果ガスが増えるとなぜ地球

が温暖化するのでしょうか。

地球は太陽光という巨大なエネルギーを

受けています。また、地球そのものも赤外

線の放射という形で、エネルギーを地球の

外へ逃がしており、このエネルギーの出入

りだけを考えると、地球上の温度はマイナ

ス１８℃になると計算されています。

ここで、大切になってくるのが地球の大

気です。大気は、地表から放射される赤外

線の一部を吸収しており、これらのエネル

ギーの出入りがうまくバランスして、私た

ちが暮らしていける気温を保っています。

温室効果ガスと地球温暖化

気象庁地球環境・海洋部 環境気象管理官付調査官
まえ だ ろくろう

前田 緑朗

【図１】過去１，０００年間の北半球の平均気温

＜IPCC（２００１）による。＞
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この大気が地球を暖めている仕組みを温室

効果と呼んでおり、温室効果をもつ気体の

代表的なものが二酸化炭素です。人間活動

の影響などで温室効果ガスが増えると、大

気で吸収される赤外線が増えるため、気温

が上昇します。これが地球温暖化です。

【図１】は、過去約１，０００年間の北半球

の気温の変化を表した図です。２０世紀に入

って、急激に気温が上昇しているのがわか

ります。この気温の上昇の原因が、人間活

動による温室効果ガスの排出が原因である

とされているのです。

二酸化炭素濃度の増加

代表的な温室効果ガスである二酸化炭素

濃度の連続観測は、この６月に亡くなった

スクリップス研究所（アメリカ）のキーリ

ング博士が１９５８年にハワイのマウナロアで

始めたのが最初です。この観測のおかげで、

二酸化炭素濃度の増加が温暖化と関連して

いるということが分かったのです。連続観

測が開始される以前の濃度は、南極や氷河

の氷に含まれる空気を分析することによっ

て測ることができます。こうやって得られ

たデータをもとに作

成されたのが【図

２】で、過去１０００年

あまりの大気中の二

酸化炭素濃度の変化

を表しています。

この図から、二酸

化炭素の濃度は１７００

年代後半から増え始

めていることがわか

ります。この時期は

産業革命が始まり、人間が石炭を燃やし工

業生産を開始した頃にあたります。その後

燃料として石油が加わり、先進国をはじめ

として人間社会は飛躍的な発展をとげたわ

けですが、一方でこうした人間活動が地球

温暖化を引き起こすことにもなったのです。

気象庁でも、岩手県大船渡市綾里、東京

都小笠原村南鳥島、沖縄県与那国島の３地

【図２】過去１，０００年の大気中二酸化炭素濃度の変化

＜IPCC（２００１）による。＞

注：図２、図３で濃度を示す単位「ppm」は、

２つの気体の体積比を表すもので、１ppmは１００

万分の１を表します。例えば、現在の日本付近

の平均的な二酸化炭素の濃度である３８０ppmとは、

空気中に二酸化炭素が０．０３８％含まれることと同

じです。

【図３】綾里、南鳥島および与那国島における大気中の二酸化炭素濃度の経年変化

＜気候変動監視レポート２００４（気象庁）による。＞
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点で、二酸化炭素をはじめとする温室効果

ガスの観測を実施しています。【図３】は

これらの地点での観測開始からの二酸化炭

素濃度の変化を示しています。日本でも、

毎年濃度が増加しているのがわかります。

１年ごとに濃度の増減があるのは、春から

夏にかけては植物の光合成による二酸化炭

素の吸収活動が活発になり大気中の二酸化

炭素濃度が減少するといった陸上の植物活

動の影響を受けているからです。

二酸化炭素の濃度は毎年増加しています

が、人間活動により排出された二酸化炭素

がすべて濃度増加に結びついているわけで

はありません。

【図４】は、地球上での二酸化炭素の流

れを示したものです。IPCC（後述）が２００１

年に発行した報告書によると、石油や石炭

といった化石燃料の燃焼で排出された二酸

化炭素のうち、約２割が陸上の植物などで、

約３割が海洋によって吸収され、残りの約

５割が大気中に残り、大気中の二酸化炭素

濃度を増加させていると推定されています。

京都議定書の削減目標には、森林による

吸収も排出量に含まれています。また、海

洋による吸収量は、気温や海水温の変化に

よって変動するのに加え、今後二酸化炭素

濃度がさらに増加した場合に、これまでと

同じ量を海洋が吸収してくれるかどうかも

不明です。

各国が行っている温室効果ガス削減対策

が効果をあげているかどうかを監視するた

めには、こういった二酸化炭素の流れを正

確に把握する必要があり、そのための観測

や研究が行われています。

地球温暖化の将来予測

さて、増え続ける二酸化炭素は、今後ま

すます地球を温暖化させるのでしょうか。

地球温暖化に伴う気温の上昇は、海水温の

上昇による膨張に氷河の溶解も加わって、

海面上昇も引き起こすといわれています。

太平洋上の島国であるツバル共和国は、温

暖化の影響で国が海面下に沈んでしまうと

いわれています。さらには、大雨の増加、

気温の上昇等による農作物への影響など、

さまざまな問題を引き起こすと考えられて

います。

こうしたことから、気候の将来予測に関

する研究も数多く行われています。日本で

は、世界最速級のコンピュータである「地

球シミュレータ」などを用いた将来の気温

変化予測や、それが引き起こす影響を評価

する研究が行われています。気象庁でも、

日本付近の約１００年後の気温や降水量など

の予測を行い、「地球温暖化予測情報」と

して公表しています。これによると、約１００

年後の日本は現在より年平均気温が２～

３℃（北海道の一部では４℃）程度上昇す

ると予測されています。

また、１９８８年に世界気象機関（WMO）

と国連環境計画（UNEP）の協力のもと設

【図４】地球上の炭素循環と収支（１９９０年代の平均）

＜IPCC（２００１）をもとに作成。＞
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立された「気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）」は、世界中の科学者による予測

結果や、気候変化がさまざまな分野に与え

る影響評価をとりまとめた報告書を約５年

に１回発行しています。この報告書は、各

国政府の温暖化防止施策などに科学的な基

礎を与えるものとして、世界中で高い評価

を受けています。２００１年に発行された

IPCCの第三次評価報告書によると、２１００

年までに地球の平均地上気温は１．４℃から

５．８℃上昇し、平均海面水位は０．０９から０．８８

m上昇すると予測されています。

おわりに

現在、IPCCでは、２００７年発行予定の第

四次評価報告書の執筆が行われているとこ

ろですが、科学者の間では将来温暖化が進

むことはほぼ間違いないとされています。

「チーム・マイナス６％」は、政府や企業

の取り組みだけでなく、国民みんなで温暖

化対策を進めようという運動です。個人で

も、使用しない電灯はこまめに消すなど、

二酸化炭素排出を削減するためにできるこ

とはたくさんあります。京都議定書が発効

した今年２００５年を契機として、１人でも多

く地球温暖化について考え、対策を国や企

業にまかせるのではなく、この住みやすい

地球を守るためにできることからはじめて

みましょう。

内航貨物船の
海難防止ガイドブック

監修／国土交通省高等海難審判庁

近年、国内の貨物輸送の形態について

は、陸上のトラック輸送から、効率性が

高く環境保全の面でも優れた鉄道や海運

へ転換するモーダルシフトが注目を浴び

ている。

エネルギー効率が高く環境に優しいば

かりでなく、輸送効率も高いことから今

後、内航海運の役割が増大することが予

想されるなか、国交省は「次世代内航海

運ビジョン～２１世紀型内航海運を目指し

て～」の具体化を図るため、「内航海運

制度検討会」や「内航船乗組み制度検討

会」を設置し、事業規制や船舶・船員安

全規制の見直しの検討を行っている。

本書は、海難審判庁が平成１２年から３

年間における内航貨物の判決事例や海難

調査で得た情報を総合し、その特徴や問

題点を航法別（「横切り船の航法」「視界

制限状態での航法」など）に詳細に分析

した内容を中心に、読者目線で理解がで

きるよう工夫もされている。

船舶の乗組員をはじめ、海運会社や海

事関係者にとって内航貨物船の海難の実

態や問題点について理解を深めることの

できる必携の一冊といえる。

発行＝ぎょうせい 定価＝１，９９５円（税込）

送料＝２９０円

申し込み＝�：０３－５３４９－６６６３
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【図１】　輸送機関別単位あたり二酸化炭素排出の割合 
（温室効果ガスインベントリより国土交通省作成） 

はじめに

近年、地球温暖化や地球の大気環境の保

全に関する国際的な意識の高まりを背景に、

環境保全面で優れた輸送特性をもっている

船舶についても、排気ガスや温室効果ガス

の排出に対する対策が議論される傾向が見

られるようになってきています。本稿では、

「地球温暖化・大気汚染と海」という特集

の趣旨を踏まえ、地球温暖化や大気汚染と

船舶との関係についての動向をとりまとめ、

紹介します。

地球温暖化と
船舶からの温室効果ガス排出

２００５年２月１６日、国際的に地球温暖化対

策を進めるための枠組みとして、先進国の

温室効果ガス削減義務などを定めた京都議

定書が発効しました。

京都議定書は、各先進国の温室効果ガス

排出削減を規定しており、わが国において

は、２００８年から１２年の５年間平均で１９９０年

の排出量から６％の削減を求められていま

す。これを受け、わが国では２００２年３月に

地球温暖化対策推進大綱を策定し、対策を

進めてきました。さらに、京都議定書の発

効に伴い、政府は、２００５年４月２８日に京都

議定書目標達成計画を策定しました。

京都議定書目標達成計画では、運輸部門

におけるCO２の排出量の目標として、２０１０

年の排出量を２億５，０００万ｔに抑えること

に設定しました。

運輸部門の物流分野においては、物流の

効率化を推進するほか、自動車による輸送

からより環境負荷の小さい海上輸送などに

転換するモーダルシフトを推進することな

どによりCO２排出削減を実現しようとし

ています。

船舶は、物流分野におけるモーダルシフ

トの担い手であり、海運のCO２排出原単

位（一定の重量を一定距離運ぶに当たり排

出するCO２の量）は、トラックの約１４％

となっており、貨物自動車からより環境負

荷の小さい輸送機関へのモーダルシフトを

進めるための受け皿として、船舶の持つ意

味は極めて大きいと考えられます。【図１】

しかしながら、現在のところ、海運への

モーダルシフトは期待されているほど進ん

でおらず、目標としている数値を下回って

いるのが実情であり、今後は、環境問題へ

地球温暖化や船舶の排ガスへの国際動向と日本の取り組み

国土交通省 総合政策局環境・海洋課 海洋室長
こ たき あきら

小滝 晃
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【図２】　船舶からの排出量（国土交通省調査による） 

窒素酸化物放出量（H12） 硫黄酸化物放出量（H12） 

の意識の高まりという追い風を受け、さら

に施策を推進していくことが求められてい

ます。

また、国土交通省では、新しい省エネ型

の船舶技術の開発も進めており、「スーパー

エコシップ」と名づけられた次世代内航船

で、ガスタービンエンジンと電気推進シス

テムの採用、効率的な船型の採用などによ

り、輸送効率を約２５％向上させることを目

標として今後の実用化および普及を図るこ

とにしています。スーパーエコシップの普

及とモーダルシフトの推進があいまって、

わが国全体の物流分野におけるCO２排出

が削減されていくことに大きな期待が寄せ

られています。

船舶起因の大気汚染への取り組み

わが国には、約８５万隻の日本船舶があり、

また、年間約１２万隻の外国船舶が入港して

います。船舶は、環境保全面で優れた輸送

特性をもっていますが、大量の貨物を国際

的に輸送する船舶からの排出ガスは、その

総量としては大きなものになります。例え

ば、代表的な大気汚染物質である窒素酸化

物や硫黄酸化物でみると、わが国の排他的

経済水域内における船舶からの排出ガスに

起因するものが、わが国全体の総量に対し

て、窒素酸化物では３０％、硫黄酸化物では

２５％を占めると推定されています。【図２】

船舶起因の大気汚染の防止に関しては、

１９６０年代より、欧米諸国では窒素酸化物な

どによる酸性雨被害が問題となり、１９７９年

に国連欧州経済委員会による長距離越境大

気汚染防止条約の採択がされるとともに、

同地域における工場、自動車などからの窒

素酸化物などの削減が進められてきました。

１９８８年に、ノルウェーから海事に関する

国際的な専門機関である国際海事機関

（IMO）に対して、船舶からの大気汚染

防止に関する国際的な取り組みの検討を開

始することが提案され、これを契機に IMO

での検討が開始されました。この結果、

IMOは、１９９７年９月に、船舶からの油の

排出などによる汚染を防止するための条約

である「１９７３年の船舶による汚染の防止の

ための国際条約に関する１９７８年の議定書に

よって修正された同条約」（いわゆるマル

ポール条約）を改正し、船舶からの大気汚

染防止に関し世界的な規制を実施すること

を内容とする附属書（いわゆる附属書�）

を追加する「議定書」が採択されました。

議定書は、２００４年５月１８日にサモアが締

結したことにより締約国数が１５カ国に達し、

それらの国々の商船船腹量が世界の商船船

腹量に占める割合も約５４％に達しました。

この結果、議定書は発効要件を満たし、２００５

年５月１９日に発効しました。

わが国としては、こうした国際的な動き
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に対応するため、先の通常国会において、

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

などの一部を改正し、

� 船舶用原動機から放出される窒素酸化

物に係る基準を設けるとともに、基準

に適合する船舶用原動機の設置および

運転を義務付けること

� 船舶用燃料油について、硫黄分濃度の

基準に適合するものの販売および使用

を義務付けること

� 船舶発生の油や廃棄物に係る焼却の規

制などを行うこと

� 指定する港湾において、トルエン、キ

シレンなどの揮発性有機化合物質の放

出による大気の汚染を防止するための

設備の設置および当該設備の使用を義

務付けること

� フロン、ハロンなどのオゾン層破壊物

質を含む設備（消火設備、冷蔵設備等）

を設置した船舶を航行の用に供しては

ならないこと

� 規制の実効性を担保するため、大気汚

染の防止のための設備について、検査

を義務付け、その検査に合格した船舶

に証書を交付すること

� 外国船舶の監督を行うこと

などについて措置することより、船舶から

の大気汚染などの防止のための排出ガス規

制制度を初めて導入しました。なお、本法

においては、排他的経済水域および大陸棚

に関する法律第３条の読み替え適用により、

議定書の締約国たる外国船舶に対しては、

わが国の排他的経済水域においても規制が

適用されるものとしています。

わが国は、以上のような法制度の整備に

関する取り組みを進めながら、本年２月に

議定書の締結を行いました。この結果、議

定書は、本年５月１９日よりわが国について

の効力を生じるとともに、同日より、船舶

からの排出ガスによる大気汚染防止などの

規制に係る改正法が施行されました。

この規制の導入により、大気汚染物質な

どの低減が図られることになりましたが、

国土交通省ではさらなる環境負荷低減のた

めの技術開発も積極的に進めることにして

いるところです。

おわりに

船舶は、環境保全面で優れた輸送特性を

もっているため、これまで、環境規制の導

入が厳しく議論されることは必ずしも多く

ありませんでした。それだけに、この分野

は、今後、国際的にさまざまな議論が発展

していく可能性もある分野であると考えら

れます。今後とも、経済と環境とのバラン

スの取れた調和、あるいは「持続的開発」

（Sustainable Development）といった考

え方を軸に、関係する各方面の知識・経験

の交換や連携、そしてその上にわが国とし

ての国際社会への適切な対応が望まれると

ころであり、本稿が各方面の参考になれば

幸いです。

従来型のディーゼルエンジン
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はじめに

船舶の動力には推進用に使われる主機と

発電用の補機があり、停泊時においては、

荷役作業やコンテナ保冷設備などの電源と

して補機ディーゼルエンジンによる発電が

行なわれている。これらの補機エンジンは

Ｃ重油などの安価な低質燃料を使用するた

め、大気汚染物質の排出負荷が高く、港湾

地域における窒素酸化物（NOx）、硫黄酸

化物（SOx）、粒子状物質（PM）の大気環

境に影響を及ぼしている。

船舶の排ガス規制については、本年５月

１９日にMARPOL条約付属書�が発効し、

「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する

改正法」が施行されたことに伴い、国際的

な枠組みによるNOx排出規制と燃料規制

が導入された。しかし、国内における舶用

燃料は実勢として硫黄分が３％未満であり、

燃料の規制基準（４．５％）を満足するため、

燃料の規制効果は乏しい。さらに、入港船

舶の多数を占める既存船（基準日以前に建

造された船舶）はNOx排出規制の適用外

となること、粒子状物質（PM）は規制さ

れないことなどから、十分な大気環境の改

善効果が得られない状況にある。

このため、東京都は、法規制とは異なる

枠組みによる対策として、平成１６年６月に

船舶業界や港湾関係者、学識経験者からな

る「船舶等による大気汚染対策検討委員

会」を設けて、補機エンジンなどの排ガス

実態調査を行い、効果的な船舶排ガス対策

の検討を行った。

東京港沿岸地域の大気環境

東京港臨海部では、大気監視測定局（中

央区晴海、港区台場）の環境濃度（年平均

値）が区部平均に比べて二酸化窒素（NO２）

が１８％、二酸化硫黄（SO２）は２０～３０％と

高い状況で推移している。なお、晴海局で

は平成１５年度のNO２測定値が０．０６１ppm

であり、都内で唯一、NO２環境基準を達

成していない。また、浮遊粒子状物質

（SPM）では晴海局、台場局ともに環境

基準を達成していない。

船舶などの大気汚染物質排出実態

大気監視測定局の結果から船舶排ガスな

どの影響を直接推定することはできない。

そこで東京港内の停泊船舶、荷役機械・車

両のアンケート調査、船舶の排ガス測定調

査を実施し、東京港の港勢（平成１５年度）

および入出港データ（平成１６年）から、停

泊中の船舶の大気汚染物質排出量を推計し

た。【図１】は、この推計結果をとりまと

めて、東京港周辺の沿岸６区（中央区、港

区、品川区、大田区、江東区、江戸川区）

の主要発生源と比較したものである。

停泊中の船舶からは、１年間に２，０８６ト

ンのNOx、１，８９８トンの SOx、１４５トンの

東京港における停泊中の船舶への大気汚染対策

東京都 環境局環境改善部大気保全課
ふじ た まさひろ

藤田 昌廣
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【図１】　沿岸６区及び東京港内における大気汚染物質の排出量推計結果（トン/年）

ばいじんSOx排出量NOx排出量発生源の種類

1451,8982,086停泊中船舶

船舶
東京港内

―（1,674）（2,157）航行中船舶（参考）

1451,8982,086小計

―1189荷役機械等

263923,228臨海部高速道路

移動発生源

（自動車）沿岸６区

主要発生源

※

5922745内陸部

3681294,304一般道路

6902438,277小計

991,3882,917工場・事業所

固定発生源 107161,816民生部門

2061,4044,733小計

※沿岸部６区：中央区、港区、品川区、大田区、江東区、江戸川区

ばいじんが排出されている。これらの排出

量は、東京港沿岸６区における自動車排ガ

スと比べ、NOxは自動車排ガスの１／４、

SOxは８倍、ばいじんは１／５にそれぞ

れ相当する。また、工場などからの排出量

に比べると、NOxは１／２、SOxは１．４

倍、ばいじんは２／３に相当していた。

停泊中の船舶排ガスによる影響

東京港に停泊した船舶排ガスの影響を把

握するため、排出量推計結果から拡散計算

を行い、NOx、SOx、PMの各汚染物質に

ついて年平均値の濃度分布を算出した。一

例として SOxの濃度分布を【図２】に示す。

停泊中の船舶から排出された SOxなどの

大気汚染物質は、周辺地域に広く影響を及

ぼしており、大気監視測定局（晴海局、台

場局）の環境濃度に対する平均的な寄与率

についてはNOxが約６．５％、SOxが約４６．７％、

ばいじんが約１．６％になると推定された。

船舶などの排ガス対策

�１ 対策の必要性

東京港臨海部では、NO２や SO２、SPM

の環境濃度が高く、船舶からの排ガスが一

因との指摘もなされている。とりわけ、東

京港内に停泊中の船舶からは１年間に

２，０８６トンのNOx、１，８９８トンの SOx、１４５

トンのばいじんが、排ガスとして大気中に

放出されている。

これらの排ガス成分は大気中の光化学反

応を受けて、NOx成分の一部はNO２へと

変化し環境濃度に影響を及ぼしている。ま

た、同様に SOx成分の一部は大気中で微

小な硫酸塩粒子（二次粒子）へと変化し、

ばいじん（一次粒子）とともに SPMを形

成する。SPM成分におけるこうした微小

粒子の占める割合は大きいとの報告もあり、

SOx排出量の削減が SPM対策としても有

効である。

したがって、臨海部における大気環境の

改善にあたっては、停泊中の船舶を対象と

したNOx、SOx、ばいじんの排ガス低減

対策に取り組むことが必要である。
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【図２】 停泊中の船舶から排出されるSOxの濃度分布（年平均値）
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【図３】　良質燃料の転換に伴うコスト負担の増加額（試算）

負担増加額油種間

価格差

停泊時総

使用量（t）

停泊時間

（平均時間）

停泊数

（隻）

船舶トン級

数（GT） 合計内訳

¥52,000,000
¥17,000,000

¥10,000
1,70010.11,1006,000～

内航船
¥35,000,0003,50012.91,30010,000～

US$4,012,000
US$629,000

US$170
3,70010.11,6006,000～

外航船
US$3,383,00019,90012.93,10010,000～

�２ 排ガス低減対策のメニュー

� 良質燃料への転換

電力需要の大きい大型船舶では補機エン

ジンに安価なＣ重油などの低質燃料を使用

するため、SOxやばいじんなどの排出負

荷の高いものが多い。これらの船舶につい

ては、船舶停泊中の一時的な措置として、

硫黄分の少ないＡ重油などの良質燃料を使

用することが効果的である。この対策は技

術的な課題も少なく実用的な対策であるが、

Ａ重油とＣ重油の価格差による運用コスト

の増加を伴うという問題がある。

【図３】は、東京港に入港する６，０００ト

ン以上の船舶（内航船２，４００隻、外航船４，７００

隻）が停泊中に使用するＣ重油を全て良質

燃料に転換した場合の総コスト負担増加額

の試算結果である。

� エンジン本体の対策

NOx排出負荷の軽減にはエンジン本体

の対策が必要である。メーカーからはすで

に IMO規制対応型エンジンが新造船向け

に出荷されており、これらエンジンへの交

換あるいは船舶更新計画の前倒しの実施な

どの対策が既存船舶については有効である。

都の調査では、IMO規制対応型エンジン

は従来のものに比べて２５％程度の低減効果

がある。なお、従来型エンジンについては、

タイミングリタード技術の導入、排気系・

燃料噴射系・燃焼室系の改造により対応す

ることも可能である。しかしIMO規制に係

るNOxテクニカルコードの検査・確認を

要する場合があるので、注意が必要である。

�陸上電源の利用

船舶の停泊時に陸上電源を利用すると補

機エンジンを停止でき、すべての大気汚染

物質の排出を抑制できるため、理想的な船

舶排ガス対策である。小規模な陸上電源に

ついては東京港でもユーティリティ用に利

用されている。しかし、大型船舶について

は陸上側の電力供給設備と船舶側の受電設

備とをあわせて整備する必要があり、電力

周波数の変換設備や電源の接続方法、電源

切替時の問題、安価な電力の供給など、解

決すべき課題も多い。今後、さらなる検討

と技術開発が待たれる対策である。

�３ 排ガス低減対策の実施時期

排ガス低減対策の実施にあたっては、そ

れぞれの対策効果や実現可能性などを検討

して取り組まなければならない。

○ 早期に取り組むべきもの

・良質燃料への転換

・小型船舶を対象とした陸上電源設備の

利用充実

○ 中期に取り組みを開始すべきもの

・良質燃料への転換（設備改造を要する

場合）
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【図４】　大気汚染物質技術的削減可能量の試算（トン＝t）

削減可能量（22年度末）
取り組み時期取り組み条件排ガス対策の種類

ばいじんSOxNOx

55t691t97t17～19年度末C重油使用船の80％

良質燃料への転換 14t173t24t20～22年度末C重油使用船の20％（設備改造要）

69t864t121t―小計

10t39t104t17～22年度末1,000トン未満の30％小型船陸上電源

の利用 ――――導入に向けた問題点等の整理検討中大型船

――15t18～22年度末10％が実施（IMO適合船を除く）エンジンの調整・改造

――――開発状況を踏まえて検討排ガス処理装置の設置

――156t―船齢20年で更新、６年間で30％IMO規制対応船への更新

79t903t396t技術的削減可能量合計

・小型船舶を対象とした陸上電源設備の

利用充実・拡大

・エンジン対策（調整・改良）

○ 長期的に検討すべきもの

・中大型船舶への陸上電源供給

・排ガス処理装置の装着

�４ 削減可能排出量の試算

【図４】は、船舶停泊中の排ガス低減対

策について技術的な削減可能量を試算した

ものである。なお、この試算は、平成１６年

３月に作成した自動車NOx・PM法に基

づく削減計画にあわせて、平成２２年度末ま

でを区切りとしている。

�５ 排ガス低減対策による環境濃度の改善

効果

前述の排ガス対策が実施された場合の晴

海局・台場局における環境濃度は、NOx

で約２５％、SOxで約５０％、ばいじんで約

５０％低減するものと推定される。

今後の排ガス対策への取り組み

船舶排ガス対策の実施にあたっては、事

業者および東京都がそれぞれの役割を認識

し、協調、連携して取り組むことが効果的で

ある。このため、平成１７年度には、事業者・

関係団体・行政で構成する「船舶等による

大気汚染対策推進協議会」（仮称）を設置し、

良質燃料の転換対策などの船舶排ガス対策

の実施計画を具体化していく予定である。

おわりに

船舶輸送は、トラック輸送よりも輸送重

量・距離ベースのCO２排出量が低いため、

地球温暖化対策における重要性が再評価さ

れている。さらに、国内における中長距離

トラックの排ガス総量を抑制する手段とし

て船舶へのモーダルシフトを普及させ、大

気汚染物質を削減しようとする試みも始ま

っている。しかしながら、船舶輸送がモー

ダルシフトの主要な役割を担うためには、

地球環境問題のみならず寄港地の大気環境

への対応も必要である。

とりわけ、東京港では、停泊中の船舶排

ガスが沿岸６区の陸上発生源と比べても高

い割合を占めており、周辺地域に少なから

ぬ影響を及ぼしていると推定される。この

ため、東京港を利用する船舶関係事業者は

大気汚染対策の重要性を認識し、行政と連

携して停泊中の船舶排ガスの低減対策に取

り組むことが大切であると考える。
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はじめに

海上保安庁では、京都議定書の批准や「平

成１８年度までに政府の事務および事業に伴

い直接的に排出される温室効果ガスの総排

出量を平成１３年度比７％削減する」との政

府方針（「政府がその事務及び事業に関し

温室効果ガスの排出の抑制等のため実行す

べき措置について定める計画」：平成１７年

４月２８日閣議決定）を踏まえ、商用電源や

発動発電機を電源とする航路標識のクリー

ンエネルギー化を推進している。

航路標識へのクリーンエネルギー利用の

始まりは、戦後の混乱期における電力事情

の悪化や燃料不足、離島僻地での発電施設

の未整備など、きわめて悪い状況下におい

て、いかにして灯台の灯火を維持するかと

いう課題に対する１つの解決策として計画

されたものであった。本稿では、航路標識

のクリーンエネルギー化に向けた取組みに

ついて紹介する。

クリーンエネルギー導入の歴史

�１ 風力発電

日本で最初に航路標識用電源として実用

化されたクリーンエネルギーは風力エネル

ギーである。風力発電装置の第１号機は、
ふたお い しま

１９５１年１０月に蓋井島灯台（山口県下関市）

に設置され、直径９ｍの３枚プロペラを有

し、定格出力は４ｋＷ（設計風速９ｍ／s）

と、当時としては世界的にもほとんど例が

ない発電能力を有していた。

風力発電装置を設計するうえで最も重要

なことは、強風時の過回転によるプロペラ

の破損をいかに防止するかということであ

り、蓋井島灯台のプロペラには油圧式可変

ピッチ方式が採用されていた。

�２ 太陽光発電

太陽光エネルギーを利用した発電装置の
す お う いかだ せ

第１号機は、１９５９年１１月に周防 筏 瀬灯標

（山口県熊毛郡上関町沖合）に設置され、

定格出力１４．５Ｗ、モジュール変換効率約

４％の太陽電池パネルが使用された。

２００４年１２月には、航路標識用電源として

国内最大規模となる定格出力７．９ｋＷ、モ

ジュール変換効率約１４％の太陽電池装置が

航路標識のクリーンエネルギー化に向けた取り組み

海上保安庁 交通部

蓋井島灯台の風力発電第１号機
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くさがきしま

草垣島灯台（鹿児島県川辺郡笠沙町）に設

置された。これまではディーゼル発電機に

より点灯していたため、年１回、ドラム缶

５０本の軽油の輸送を要していたが、太陽電

池装置の導入により、燃料輸送が不要とな

り保守の省力化が図られることになった。

従来、波浪の影響を直接受ける岩礁、沖

防波堤上などの航路標識に設置する太陽電

池パネルは、波浪からパネルを保護するた

め、波の作用高を考慮した高所に設置する

必要があり、灯塔の大型化を招いていたが、

岩礁上、防波堤上に直接設置可能な太陽電

池装置を１９９５年から導入し、太陽光発電が

利用できる環境はますます拡大している。

�３ 波力発電

波力エネルギーを利用した発電装置の第
せんぼく

１号機は、１９６５年１１月に泉北第５号灯浮標

（大阪港堺泉北区）に設置され、標体の上

下運動に伴う空気の流れでタービンを回転

させるもので、定格出力１５Ｗのものであっ

た。

また、１９６６年１２月には、灯浮標以外の電
あ しかしま

源として初めて、海獺島灯標（神奈川県久

里浜沖合）に波力エネルギーを採用した。

�４ 燃料電池

燃料電池の第１号機は、１９６６年２月に千

葉港市原防波堤灯台に設置され、メタノー

ルを燃料として使用したもので、定格出力

は約１９Ｗ（２０℃）であった。

その後、１００Ｗ用としてヒドラジン※を燃

料とした燃料電池が開発され、１９７０年１１月
たかしま

に鷹島灯台（佐賀県唐津市呼子町）に設置

されたが、保守上の問題が解決されないた

め、現在、燃料電池は航路標識用電源とし

て使用されていない。

※ヒドラジン：ロケット推進剤、プラスチックな

どに使用されている液体。

�５ ハイブリッドシステム

自然エネルギーの利用にあたっては、太

陽光エネルギーは日射量の多い夏季に最大

値となり、風力・波力エネルギーは冬季に

比較的強いという傾向がある。

このような自然エネルギーの性質を考慮

し、安定した発電量を確保するため、「風

力発電＋太陽光発電」や「波力発電＋太陽

光発電」のハイブリッド化を図っている。

ハイブリッドシステムの最初の試験は、

千葉港市原防波堤灯台の燃料電池第１号機

航路標識用電源として国内最大の太陽電池装置を

有する草垣島灯台
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なりゅう

１９８６年に成生岬灯台（京都府舞鶴市）で行

われ、風力発電と太陽光発電がそれぞれの

充電量不足を補完する結果が得られた。

２００３年２月には、大型灯台で初めてとな

る波力発電と太陽光発電を用いたハイブリ

ッドシステム（波力２．５ｋＷ、太陽光４．４ｋ
みず の こ しま

Ｗ）が水ノ子島灯台（大分県南海郡鶴見町）

に導入された。

研究・開発

前述のとおり、海上保安庁では航路標識

の電源としてクリーンエネルギーの研究・

開発を早くから進め、他に先駆けて実用化

を図ってきた。

現在は、風力発電、潮流発電などに係る

研究・開発を進めている。

風力発電については、風向や風速が激し

く変化している場合、一般のプロペラ形風

車では翼の方向やピッチの制御が追いつか

ずプロペラが破損することがあることから、

翼の方向やピッチの制御を要しない縦軸風

車による発電システムの実用化試験を２００４

つるぎさき

年９月に剱埼 灯台（神奈川県三浦市）で

開始し、耐久性能の確認とデータ収集を行

っている。

潮流発電については、発電量の規則性が

極めて高く、天候の影響を受けにくいこと

から、現在、実海域での試験と改良が行わ

れており、明石海峡、来島海峡、関門海峡

などの潮流の速い狭水道に設置されている

灯浮標の新たな電源としての利用が見込ま

れる。

また、燃料電池については、既設灯台に

収容可能な燃料電池方式の検討と基本シス

テムの設計を行い、２００４年９月から５カ月

間、東京中央防波堤西灯台（京浜港東京区）

において検証実験が行われた。検証実験で

は、燃料の供給方法、安全性、創設費、維

持経費の面から５４％のメタノール水溶液を

燃料として使用し、安定した発電が得られ、

航路標識用電源として導入することが可能

であることが判明した。保守の点で、さら

に検討すべきいくつかの事項があったが、

縦型風車の風洞実験風景

水ノ子島灯台のハイブリッドシステム
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クリーンエネルギー利用基数 

太陽光発電 
　　3,074基 

商用電源 
2,069基 

波力発電 
　　145基 

発動発電機 
　　　12基 リチウム電池など 

　　　　　　13基 

風力発電 
　　1基 

ハイブリッド 
　　　184基 

今後、改善されれば十分使用できるものと

考えられる。

クリーンエネルギーの利用基数

１９５０年代から積極的にクリーンエネル

ギーの実用化に取り組み、平成１７年度末に

は５，４９８基（立標、浮標などの昼標を除く。）

の航路標識のうちの３，４０４基がクリーンエ

ネルギー化され、クリーンエネルギー利用

率としては約６２％に達する予定である。

航路標識からの二酸化炭素の排出量につ

いては、平成１３年度には７０７．３t―c であっ

たものが、平成１７年度末には６７５．６t―c と

なり、平成１３年度比３１．７t―c（約４．５％）の

削減が図られる見込みである。

今後の取り組み

クリーンエネルギー化の推進は、平成１３

年度から重点的に進めており、平成１６年度

までの４カ年で約１，２００基の航路標識をク

リーンエネルギー化した。特に、発動発電

機を使用している航路標識（大電力を要す

る標識）については、平成１５年度までに５

基の航路標識がクリーンエネルギー化を終

えており、今後も推進することにしている。

また、２００４年は、例年に比べ多くの台風

が上陸し、各地に甚大な被害をもたらした。

台風による灯台などの航路標識の事故（消

灯、灯浮標の移動）も約３００件発生し、う

ち停電による消灯事故は約１９０件であった。

これらの消灯事故を防止するには、独立電

源化を図ることが有効であるこ

とから、クリーンエネルギー利

用を推進することにしている。

おわりに

海上保安庁では、今後も航路

標識用電源として、太陽光、波

力、風力などのクリーンエネル

ギーを使用した、地球に優しく、

かつ災害にも強い航路標識の整

備を推進し、船舶交通の安全の

確保と船舶の運航能率の増進に

努めていく。
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はじめに

日本造船学会は２００４年７月、春山海運�

の「さんふらわあはかた」、鳳生汽船�の

「さんふらわあとうきょう」、安芸海運�

の「ひまわり５」、堀江船舶�の「ひまわ

り６」などRORO船４隻を、大型化によ

る貨物積載能力の向上や高速化と、省エネ

によるCO２排出量削減などの環境負荷低

減という、相反する目標を高いレベルで実

現したとの理由で「Ship of the Year‘０３」

の準賞に選出し表彰した。また、同４隻は、

その後に日本物流団体連合会の「第６回物

流環境大賞」にも選ばれている。

RORO船とは、荷役をスピードアップ

するため船舶の前後のランプウェイからト

ラックやトレーラー、フォークリフトを船

内に入れ、直接貨物を積み降ろしする、ロー

ルオン／ロールオフ（＝RORO）方式の船

舶のこと。

地球温暖化や大気汚染問題が国民の関心

を呼ぶなか、環境に優しいとして０３年の準

賞に選ばれた４隻のうち、筆者は２００３年１２

月に堀江船舶�が三菱重工業の下関造船所

で建造し、乗組員１２人を配乗させて翌年１

月から日本海運�に用船に出し、同社の定

期航路で運航している「ひまわり６」が東

京・有明埠頭に入港したのを機に、同船を

訪ねて会社の担当者や乗組員から排ガスへ

の効果のほどを聞いた。

両社の関係は２８年の長きに

堀江船舶�（本社：北九州市）は、大正

５年６月に設立。海・陸の従業員合わせ３６

人を有し、RORO船や一般貨物船など４

隻を保有しているが、自社運航は関門～北

海道間を運航する貨物船１隻のみで「ひま

わり６」など３隻は、他社に用船に出して

いる。

一方、用船側の日本海運�は、昭和３２年

９月に設立。「船舶を安全に運航し、海上

における人・船・貨物を守り、地球環境を

守る」との企業理念を掲げ、現在では、東

京都内にある本社を含め全国１１カ所に拠点

を持ち、従業員１６６人を抱えて内航海運業

などを中心に約４０隻を稼動させるなど、日

本の内航物流の一翼を担っている海運企業

である。両社の付き合いは深く、用船関係

は昭和５２年から２８年に及ぶという。

RORO船「ひまわり６」にみる排ガスへの対策

「ひまわり６」（１万５００総トン）の勇姿
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「ひまわり６」は
くろしおラインで活躍中

日本海運�の国内における定期航路は、

くろしおライン（東京～九州の博多、瀬戸

内海の宇野・岩国・徳山を結ぶ）、おやし

おライン（北海道の釧路・苫小牧～大阪、

瀬戸内海の玉島・高松を結ぶ）、あかしあ・

えりもライン（北海道の釧路・十勝・苫小

牧～東京を結ぶ）の３航路で、北海道～九

州までの中継輸送が可能となっている。

主な積荷は、コンテナによるさまざまな

輸送物やシャーシーといった自動車の部品

などで、「ひまわり６」はくろしおライン

に就航し活躍している。

有明埠頭に存在感

梅雨明け直前の７月中旬、「ひまわり６」

は重量感ある美しい容姿を海面に映してい

た。船尾側のランプウェイが船内への車両

の出入ができるよう岸壁に下ろされており、

ここから車両甲板を経て船橋に向かう。

運んできた積荷を下ろし、新たな荷を積

むまでの待ち時間なのか、車両甲板上は車

もなく整然と片付き、軽やかなエンジン音

の中で次なる仕事のスタートを待っていた。

あちらこちらと船内を曲がりながら上へ

と進み、やっとの思いで目的の船橋下の談

話室に。さすがに１万トンを超える船だ。

階段の多さで吐く息も上がる。

談話室では、日本海運�の橋本隆之（は

しもとたかゆき）定航部長（５９歳）や同部
さ さ き しん じ

の佐々木真次課長（５３歳）をはじめ、堀江
ほ り えゆたか

船舶�・東京事務所の堀江豊所長（４４歳）、
おがたかずとし

「ひまわり６」の緒方和敏船長（５５歳）と

か わ せまこと

川瀬誠機関長（５２歳）の５人が待ってい

て、筆者を笑顔で迎え入れてくれた。

環境対応型船舶を選択した背景

あいさつもそこそこに、さっそく本題に

ついて聞いた。

環境に優しい船舶を建造することになっ

た背景について、堀江所長は「トラックと

いった現在の陸上幹線による物流を、低公

害・大量輸送可能な内航海運や鉄道での物

流へと転換するモーダルシフト政策が注目

されるなか、時代の要請で輸送コストの削

減や高質なサービスを提供できる船舶が求

められています」と現状を分析し「それに

応えることができたのは、荷主の日本通運

�やオペレーターの日本海運�の協力があ

ったことと、東京～博多間の航路に商船三

井フェリー�との共同配乗に参加できるこ

とになったことが大きな要因」と率直に感

謝を示す。

燃料消費量の大幅削減求める

燃料の消費量の減少は、排出ガス減少に

つながる。しかし、今回は残念ながら従来

船に比較して節約できる燃料の具体的数値

については、明らかにならなかった。それ

は、「ひまわり６」が就航してから１年半

程しか経過していないのと、同型で同じ重

さの荷を積み、同じ距離の航路を走る船が

いないために、「比べようがない」という

のが本音のようだ。

ですが、と堀江所長は続ける。「メーカー

への仕様要求があります。当社では運航ダ

イヤを検討。東京～博多間を従来の３７時間

から４時間短縮するために、従来船より３
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ノット増の２３ノット

の航海速力を求めま

した。

その一方で、建造

船４隻の燃料消費量

の削減を求めたので

す。従来船全体で、

１トンの載貨重量を運ぶのに必要な１日あ

たりの消費燃料は、約５４㎏なのですが、速

力３ノット増だと消費量が約９０㎏となり

６６％も増加するのです。在来船を大型・高

速化しても消費量は約６０㎏で、これまでよ

り少し多めの燃料が必要だということにな

ります。ですから、消費量６０㎏を３０％近く

削減した４３㎏台になることを求めたので

す」と課題克服への難しさを力説した。

簡単に言うと、「ひまわり６」ら４隻は、

在来船を大型・高速化した場合の１日あた

りの燃料消費量９０㎏を約半分にすることを

目的に建造されたことになる。

また、主機関に低速ディーゼルを選択し

たことには、「これまでの高速船などに搭

載例の多い中速に比べ、低速は１気筒あた

りの馬力が増していて、全体の気筒数を減

らすことができ、これが運航経済性の向上

にもつながると判断した」と、その理由を

明かした。

やがて比較数値が明らかになる日を楽し

みに、その時を待ちたい。

乗組員が現場で感じているもの

現場で直接「ひまわり６」の運航やエン

ジンの保守管理にあたっている、緒方船長

と川瀬機関長の２人は「普通は、エンジン

の軸回転が一定で翼角で上下調整するが、

本船のエンジンは軸回転と翼角を同時に上

下調整できる」と特徴について触れるとと

もに、「このクラスは、１１気筒の中速ディー

ゼルエンジンの場合が多いが、本船は９気

筒の低速で、低速で走航する場合はシリン

ダー室のノズル２つから同時ではなく、交

互に燃料が噴射される仕組みになってい

る」と述べ、「これらが燃料消費の節約に

つながっているのでは」と説明する。

川瀬機関長緒方船長

長時間を要する航海では、入港時間を合

わせるのに、短時間だが速力を下げて時間

調整する。通常速力時ばかりでなく、速力

を下げた時でも、軸回転が変わらない従来

船とに燃料消費の差が生じるよう工夫が施

されているし、また、燃料の交互噴射も節

約につながる。

堀江所長

機関室内に設置の低速デイーゼルエンジンの上部
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また、「本船の円筒には、走航時に熱触

媒を使って燃料用のボイラーを排気で暖め

る仕組みがなされていて、他船のようにボ

イラーを暖めるのに必要な発電機を必要と

しないことも燃料の節約となっている」と

いうのだ。

さらに２人は言う。「本船には、停泊や

着岸時に使用する６気筒と８気筒それぞれ

２台ずつの補機が計４台設置されているが、

負荷が軽くて済む状況時は６気筒２台だけ

を作動させるといった工夫も講じていま

す」と、日頃の乗組員側の努力も明かす。

「ひまわり６」の燃料消費削減に向けた

徹底した対策振りには、ただただ驚くばか

りで、「Ship of the Year‘０３」の準賞に選

出されたのも、なるほどと頷けた。

今後のモーダルシフト促進に期待

環境対応型船舶に

対する今後と荷主や

業界の動向について、

橋本部長と佐々木課

長の２人は「私ども

オペレーターは、荷

主あってのこと。

モーダルシフトにし

ても荷主の考え方に

負うところが大きい。

ただ、最近では松下

といった大手メー

カーなどもモーダル

シフトについて重く

捉えつつあると聞いており、長期的には

モーダルシフトの考えは荷主にも浸透する

のではないか。

だが、問題は燃料代です。これだけ燃料

代が高騰すれば、経営が困難な会社も多い

はず。これまで省エネに取り組み、なんと

か収益を持ち直そうと努力しても、所詮そ

れには限度がある。燃料代高騰によって、

コストは採算ラインを大幅に超え、とても

経営を維持していける状況でないというの

が現状では…」と省エネとともに、燃料価

格安定への国の対策の必要性を強く訴えた。

おわりに

最後に、用船側の橋本部長と佐々木課長

の２人は「当社では、これまで利用願う荷

主には、『環境に優しい船。安全な船』を

キャッチフレーズにアピールしてきた。今

後、さらに環境への規制は厳しくなってい

くだろうが、『ひまわり６』がその意味で、

この１年半ほどの結果をベースに、さらに

努力され、これからも当社のセールスポイ

ントに応える船であってほしいと願ってい

ます」と「ひまわり６」の今後に期待。

また、堀江所長は船主の立場から「残る

保有船もすぐに建造とはならないが、今後

も環境負荷や輸送効率を念頭に、荷主の期

待や海上物流の発展に貢献していきたい」

と、考えを率直に述べた。

さらに、緒方船長と川瀬機関長の２人は

「環境への配慮が必要なことは理解してい

る。このことが、運賃アップと職場の安定

につながることを望むが、環境に優しいと

いわれる本船でも船員への仕事の負荷はそ

う変わるものではない。労力軽減への課題

は残っている」と述べ、船内での労働改善

に向けて釘を刺すのを忘れなかった。

橋本部長

佐々木課長
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【図１】在来船と電気推進船との特徴比較 

など 

はじめに

国土交通省では、平成１３年度から次世代

内航船（スーパーエコシップ：ＳＥＳ）の

研究開発を実施しているが、当該研究開発

成果の一部を導入した「環境にやさしく経

済的な船舶（ＳＥＳフェーズ１：電気推進

船）」を早期に普及させることにより、環

境負荷低減および物流効率化とともに内航

海運の活性化を図ることを平成１７年度より

重要施策と位置付けている。

このため、鉄道・運輸機構では、船舶共

有建造制度を活用して電気推進船を建造す

る場合に、建造コスト増加分の一部を補填

〔在来船建造コストとの差額（電気推進化

に伴い発生する追加コスト）の２／３相当

額を、共有期間を通じて船舶使用料から軽

減〕し、海運事業者の経済的負担を軽減す

るとともに、計画・建造段階における技術

支援を行うことにより建造に際しての技術

的なリスクを軽減し、電気推進船の建造促

進・早期普及を図っているところである。

当機構では、本施策の実施に先立ち平成

１６年度において、海上技術安全研究所など

の協力を得て、代表的な内航船について、

電気推進船の要件を適用して概念設計を行

い、その効果についての検討を行った。

ここでは、その検討結果を紹介する。

電気推進船の特徴

電気推進船は、在来船が主機関（大型エ

ンジン）と推進器が軸で直結しているので

船型・機器の配置に制限があるのに対し、

発電ユニット（小型発電用原動機と発電機

の組み合わせ）と推進ユニット（小型・高

効率電動機と推進器の組み合わせ）が電路

で連結されるため、船舶の構造・配置など

が以下のように変化する。【図１】

�１ 船型・配置の自由度アップ

最適船型（バトックフロー船型など）の

採用、最適な推進器配置（タンデム配置、

パラレル配置など）の採用、船橋や機関室

環境対応型電気推進船
（スーパーエコシップ・フェーズ１）の普及促進

鉄道・運輸機構 技術支援部
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【図２】電気推進船の船尾形状（推進器配置）の例 

などの配置を船種・船型などに応じて最適

化することが可能となる。

�２ 機器選択の自由度アップ

発電用原動機、発電機、推進用電動機、

推進器などが小型化するため、船種・船型

などに対応した高性能の機器を選択するこ

とが可能になるとともに、発電ユニット、

制御ユニット、推進ユニットを複数配置す

ることにより、安全性・信頼性が向上する。

�３ 運航システムの自由度アップ

電気推進システムは、複数の発電ユニッ

トで構成されるため、運転台数制御を行う

ことにより、省エネ運航が可能となる。ま

た、航行中は推進システムへ、荷役中は荷

役機器へ電力を供給するパワーマネージメ

ントを行うことができ、電気推進船の原動

機総出力（発電用原動機×台数）は、在来

船（主機関＋補機関）に比べて減少する。

電気推進船の導入効果

電気推進船を導入した場合の効果として

は、次に示すようなものがあげられる。

なお、以下の本文中の数値は、当機構で

行った代表的な内航船についての概念設計

結果に基づくものであり、船種、大きさ、

船尾形状（推進器配置）、電気制御方式な

どにより、個船ごとにその効果の組合せ、

程度は異なる。

�１ 燃費効率の改善（推進効率の向上）

電気推進化により、機関室の中心に主機

関（大型エンジン）を設置する必要がなく

なるとともに推進用ポッドなどの採用によ

って船尾形状に自由度が生まれ、船体抵抗

が低減できる最適船型（バトックフロー船

型など）を採用することが可能となる。

【図２】

電気推進システムは、電気変換ロスで在

来方式（主機関－推進器直結のラインシャ

フト方式）に比べて伝達効率が１０～１５％低

下するといわれているが、最適船型の採用

による船体抵抗の低減、推進器の二重反転

効果〔タンデム配置（プロペラ＋ポッド推

進器）、二重反転プロペラなど〕により電

気推進船の推進効率は在来船に比べ平均し

て約６％（注）向上すると見込まれる。

（注）船種や船型により、その効果は異な
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【図３】貨物スペースの増加 

る。海上技術安全研究所のデータに

よる。

�２ 運航の効率化

運航の効率化の要因として、第１に、電

気推進化により機関などの小型化、シャフ

トがなくなることなどにより、機関室配置

の自由度が増加して機関室が小さくなり、

この減少分を貨物スペースの増加に活用で

きること。第２に、電気推進化により主機

関がなくなり、整備作業が大幅に減少する

ことに加え、出入港時のスタンバイ作業が

大幅に減少するため、船内作業の合理化が

図れることがあげられる。

� 貨物スペースの増加

機関室における機器配置の自由度が大き

くなること、原動機の小型化（航行中／停

泊中の電力を同一の動力源から供給できる

ことから、在来船のように推進用の主機関、

荷役・船内電源用の補機関を設置する必要

がなくなり、さらに発電機関の台数制御に

より、各機関を高効率で運転することが可

能となり、機関の総出力を小さくできる。）

などにより、機関室スペース（機関室の高

さや長さ）を縮減することが可能であり、

同じ船型（総トン数）で貨物スペースを約

６～７％増加させることが可能となる。

【図３】

� 船内作業量の低減

航行中、停泊中を問わず発電機関を運転

しており、負荷に応じて稼動台数を変更で

きるため、主機１台で航行する在来船と比

べて信頼性は向上し、推進力を喪失するリ

スクは格段に小さくなる。このため、在来

船の場合は、スタンバイ当直要員を配置し

ていたが、電気推進船においては、定期的

な見回りで済むことから、スタンバイ当直

業務が大幅に軽減される。【図４】

また、負荷変動の小さい発電原動機を最

適状態で定常運転できるため、保守整備作

業が軽減されるとともに、甲板機器類の電

動化、遠隔操作・自動化なども容易となり、

当該機器類の保守整備作業の軽減、離着桟

作業や荷役作業の軽減も期待できる。

さらに、運航スケジュールに余裕がある

場合、在来船は機関の燃焼系統の汚れを避

けるため、長時間の低負荷運転に制約があ

るが、複数の発電原動機を運転する電気推

進船においては、速力や負荷に応じて発電

原動機の運転台数を増減（省エネ運航）で

きることから、幅広い領域での効率的な運
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【図４】船内作業量の低減 

【図５】環境負荷（CO2、NOX）排出量の減少 

 

転が可能となる。

�３ 環境負荷の低減

京都議定書が本年２月に発効したが、わ

が国はCO２排出量を１９９０年に比べて６％

削減することが求められている。電気推進

船では、推進効率の改善、貨物スペースの

増加により単位貨物輸送量当たりのCO２

排出量が約１０～１２％低減されると見込まれ

る。

一方、NOxについては、本年５月１９日

に国内法が改正施行され、排出量の削減が

義務付けられたところであるが、電気推進

船では中高速機関を動力源とするため、低

速機関を主機に持つ在来船に比べて単位貨

物輸送量当たりのNOx排出量が約２５～

３５％低減されると見込まれる。これは、デ

ィーゼル原動機の回転数が大きいほど、す

なわちシリンダ内の燃焼温度が低いほど

NOx排出量（g／kWh）が減少するという

特性によるものである。【図５】

また、単位貨物輸送量当たりのＳOx排

出量は、Ｃ重油仕様の在来船と比べた場合、

Ａ重油仕様の電気推進船では約６０％、Ｃ重

油仕様の電気推進船ではCO２削減量と同

じレベル（約１０～１２％）で低減されると見

込まれる。
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【図６】推進システムの多重化　 

【図７】旋回性能・停止性能の向上 

�４ 安全性の向上

電気推進システムは、発電ユニット（発

電原動機、発電機など）、配電・制御ユニ

ット（インバータ、配電盤など）、推進ユ

ニット（推進電動機、推進器など）により

構成される。【図６】

これらのユニットが複数配置されている

と、仮に１つの機器が故障したとしても運

航には支障がないため、航行の安全性、運

航の定時性が在来船に比べて飛躍的に向上

する。

なお、発電原動機は一定負荷・回転で運

転されることから、故障率そのものも低下

するものと見込まれる。

�５ 操船性能の向上

旋回式ポッド推進器を採用した場合、舵

方式に比べて旋回半径が１／６になり旋回

性能が向上するとともに、電気推進システ

ムは、停船する場合、電動機を逆回転させ

るため、停止距離も在来船に比べて短くな

る。【図７】また、ポッド推進器を横向き

にすれば、スラスターの役目も果たし、横

移動も容易となる。

このように操船性能が飛躍的に向上する

ことで、離着桟作業、港内操船が容易とな

り安全性の向上とともに、船内作業量も減

少する。

�６ 船内環境の改善（低振動・低騒音）

在来船は、大馬力の中低速の主機関を搭
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【図８】低振動・低騒音 

（注）鮪延縄漁船「第八勝栄丸」４／４負荷走行時の実船計測データ 

載し、それと推進器が直結しているため、

機関または推進器による起振力が大きい。

一方、電気推進船は、小型の中高速機関

を一定回転で運転するため、起振力は小さ

くなり、さらに防振・防音対策が容易であ

るため、振動・騒音を小さくすることが可

能となる。

【図８】は、電気推進漁船で騒音・振動

を計測した結果を在来船と比較したもので、

船内のいずれの場所でも騒音・振動が低下

していることを示している。

おわりに

環境負荷低減化のためには、モーダルシ

フトの促進に加えて、新技術を導入した経

済的で環境に優しい電気推進船（ＳＥＳフ

ェーズ１）の普及を図ることが重要である。

電気推進船は、環境負荷低減効果だけで

なく、貨物スペースの増大、発電ユニット

の複数化による信頼性・安定輸送の確保、

操船性向上による離着桟時間の短縮、船内

作業量の低減などの「輸送の効率化・高度

化」とともに、推進効率向上、省エネ運航

による燃料油消費量の減少にともなう燃料

費の削減、メンテナンスコストの低減など

の「経済性の改善」など、多くのメリット

のある船である。

しかし、電気推進船については、現時点

では商業利用が本格的に開始されておらず、

電気機器、推進装置などは量産効果が働か

ないため、価格が割高となることに加え、

造船所や内航海運事業者における技術的な

ノウハウの蓄積も乏しいことなど、電気推

進船の普及において幾つかの課題があげら

れている。

このような状況から、当機構においては

船舶共有制度を活用した電気推進船建造に

あたって、経済的・技術的支援を今年度か

ら実施し、内航海運事業者が電気推進船を

建造しやすい環境の整備に努めているとこ

ろである。

当機構は、今後とも、電気推進船の普及

に向けて、積極的に取り組んでいくことと

しており、内航海運関連事業者各位のご理

解とご協力をお願いしたい。
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はじめに

著者の勤務する湘南工科大学は、昭和３８

年に「相模工業大学」として湘南・藤沢辻

堂の地に開学され、平成２年に現在の湘南

工科大学に名称変更された工科系単科大学

である。昭和５６年より糸山英太郎理事長、

総長のもと本年は大学設置以来４５年目を迎

えることとなる。現在の工学部組織は機械

系、電気系、情報系など６学科構成、大学

院は３専攻、学生数は合わせて約３，０００人

あまり、教員数は約１００人である。

著者は機械システム工学科、機械工学専

攻（大学院）に所属しており、研究室では

「環境対応型ディーゼル機関の開発」の

テーマについて、大学院生４人、学部生１１

人とともに研究や実験を進めている。研究

内容は、環境にやさしいバイオマスのリサ

イクルディーゼル燃料とその水エマルジョ

ン化、ディーゼル排ガス中の有害成分のプ

ラズマによる浄化法など、いずれもディー

ゼル機関の低公害化をめざしたものである。

テーマの性格上、公的研究機関や企業と

の共同研究が多い。当研究室では研究成果

の特許化を推し進めており、本学の参加す

る大学技術移転機構TAMA―TLOへ数件

の特許出願を行っている。

水エマルジョン燃料とは

昔から「水と油」は相容れないもののた

とえとして使われる言葉であるが、軽油、

灯油、重油などの燃料に水を加え、乳化剤

と呼ばれる親和剤を入れて混合・乳化する

ことで分離しにくい燃料＝水エマルジョン

燃料（水乳化燃料）を製油することができ

る。ベース燃料と同量の水を混合すること

も可能である。舶用や発電用の大型低速デ

ィーゼル機関においては、水噴射システム

が一部実用化されているが、水添加の効果

をさらに増大させるための手段として水エ

マルジョン燃料が導入され始めている。

近年、水エマルジョン燃料を使用する定

置式発電機用ディーゼル機関や専焼ボイ

ラー、加熱バーナが販売されており、長期

運転実績も確認されている状況にある。水

エマルジョン燃料用の大流量噴霧ノズルを

装着するディーゼル機関も開発されている。

水エマルジョン燃料は、ボイラー、バーナ、

炉およびディーゼル機関などの燃焼装置に

使用すると、排ガス中に含まれる窒素酸化

物、排気微粒子、黒煙などの濃度を減少す

ることができることに特長がある。また、

ボイラー水管のスケールや炉壁への付着物

がつきにくく、燃料消費量が減少するとい

われている。

最近は、中・大型ディーゼル自動車に装

着する窒素酸化物・排気微粒子低減装置と

して軽油／水エマルジョンシステムが国土

交通省の認可を得ており、クリーン排ガス

の実現が可能である。

水を混ぜたエマルジョン燃料で排ガスの低公害化めざす

湘南工科大学 教授
もりむね たかあき

森棟 隆昭
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【図１】水エマルジョン燃料（油中水滴型）の噴霧燃焼モデル 

当方の研究室では、廃食用油などのバイ

オマス燃料をディーゼル機関に使用して環

境特性を向上させることを検討しており、

排ガス中の黒煙や一酸化炭素の減少するこ

とを報告しているが、窒素酸化物について

は軽油の場合より高い排出濃度が得られて

いる。軽油と異なり燃料中に１０％以上の酸

素を含む食用油の燃焼では窒素酸化物の増

加は十分考えられるが、水エマルジョン化

により減少できないか検討している。

水エマルジョン燃焼の特徴

直接噴射式ディーゼル機関の燃焼を例に

とってみると、シリンダヘッドのノズルよ

り噴霧（一種の霧吹き）された燃料は数十

から数百ミクロンの粒径でシリンダ内を移

動し、周囲の空気と混合しながら温度上昇、

蒸発、やがて燃焼して高圧・高温となり、

ピストンを押下げクランク軸を介して機関

軸出力を発生させる。水エマルジョン燃料

の場合、噴霧された燃料には燃料油中に微

細な水滴が分散して含まれる油中水滴型と

この逆の水中油滴型の２種類がある。

水エマルジョン燃料中の水含有量は燃料

の発熱量低下から考えて、通常の水含有率

は５０％以下であり、この場合水が油中に分

散した油中水滴型になると考えられる。こ

の場合の燃焼過程図を【図１】に示す。

ノズルより噴霧された油滴は、油中に乳

化剤に囲まれた水滴を含んでおり、シリン

ダ内を飛散しながら周囲の高温空気と混

合・加熱され、外側が燃焼し始めると、内

部の水が加熱、膨張して二次微粒化（ミク

ロ爆発）し、油滴微粒子は空気との接触面

積が増大して急速に燃焼する。燃料中に含

まれる水分の蒸発熱により燃焼温度が低下

することによって窒素酸化物の生成量は減

少する。また微粒化した燃料は急速に完全

燃焼するために、黒煙や未燃焼炭素などか

らなる排気微粒子の発生は抑制される。

水エマルジョン燃料での
ディーゼル機関の性能と
環境特性に関する研究

今日、軽油をはじめＣ重油にいたるまで

水エマルジョン燃料の製造が行われており、
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一部は販売されてディーゼル発電機、ボイ

ラーなどに使用されている状況にある。本

研究室では、廃食用油の水エマルジョン化

によって窒素酸化物や黒煙の排出を減少さ

せることを目的として研究を進めており、

その結果例を以下に記載する。

燃料は、大学レストランから排出される

使用済み大豆油（揚げ油）と市販軽油を同

体積で混合したもので、Blend５０と呼んで

いる。Blend５０使用時の機関性能は軽油と

比較して大差なく、窒素酸化物の排出量が

やや多いことを除けば排ガスの環境特性は

良好である。実験ではベース燃料に対する

水の添加率βを２０％までとし、食品添加物

の乳化剤を１％混入してミキサーによって

混合・製油している。

軽油、Blend５０、市販の植物油エステル

化燃料VDFのエマルジョン燃料を、上の

【写真】に示す。

供試機関には４サイクル単気筒ディーゼ

ル機関（排気量４１１cc、シリンダ内径×行

程＝８２×７８mm、出 力４．１kW／２４００rpm、

燃料直接噴射方式）を用いた。電気動力計

により、機関負荷を変えて実験を行い、各

燃料における機関性能や排ガス特性を求め

ている。燃料供給系や冷却系、潤滑系など

は標準仕様から変更していない。排ガス中

の各成分の体積濃度は、窒素酸化物を化学

発光法、一酸化炭素を非分散形赤外線吸収

方式、スモーク不透過度（黒煙濃度）を光

透過率法で測定した。

【図２】に排ガス中の窒素酸化物（NOx）、

一酸化炭素（CO）の濃度を示すが、Blend

５０で水添加率βが２０％の場合、NOxは約

３５～５０％減少すること、COは低負荷では

ベース燃料より多いが高負荷では約２０％減

（a） ベース燃料の写真

（b） エマルジョン燃料の写真

【写真】軽油、Blend ５０、植物油エステル化燃料VDFの水エマルジョン（水添加率β＝２０％）
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【図２】水エマルジョン燃料の窒素酸化物濃度と一酸化炭素濃度 
（Blend50：軽油と廃食用油の混合油、水添加率β＝5～20％） 

【図３】水エマルジョン燃料のスモーク不透過度（Blend50） 

少することがわかった。【図３】では、水

添加率の増加によりスモーク不透過度が低

下、すなわち黒煙が減少しており、本研究

で用いた小型エンジンにおいても水エマル

ジョン燃料による排ガスの低公害化が期待

できる。

まとめ

ディーゼル機関に水エマルジョン燃料を

使用した場合、排ガス中の窒素酸化物、黒

煙濃度は減少し、排ガスの低公害化が可能

である。一方、エマルジョン燃料使用時の

機関出力低下を防ぐため燃料噴射系の変更

や、未分離の燃料を機関に供給するために

エマルジョン燃料製造装置を装着する必要

があることなど、本格的な普及に向けてな

お問題は残ると考えられる。
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【図１】　電気分解槽基本構成図 

はじめに

筆者は、神戸商船大学（前身は大正６年

に設立の川崎商船学校）を昭和４３年９月に

卒業後、日本郵船㈱に入社し、外航船舶の

機関士として勤務したが、舶用の燃料・燃

焼工学や潤滑工学に興味を持ち、昭和４５年

から同大学の研究室でより深く解明すべく

取り組んできた。舶用燃料油は超重質油（密

度は約１．０）で高粘度油であり、硫黄分と

窒素の含有率は高い。

これら燃料油の燃焼による排気汚染物質

（NOX、SOX、微粒子）の低減策が国際的

に論じられるようになった。そこで燃料油

や燃焼法を改めることなく、さらに経済的

負担のかからない海水の電解液や発生ガス

による化学反応による後処理法の開発と実

用化に取り組んだのである。

船舶からの排ガスを
電気分解した海水でクリーンに

船舶から排出される窒素酸化物（NOX）

や硫黄酸化物（SOX）の削減については、

国際海事機関（IMO）における排出規制

の討議結果を受けて、２０００年１月に船舶の

NOX、SOX について排出規制値が定められ、

発効への準備が進められて２００５年５月から

施行された。今後、さらなる厳しい規制へ

の対応策も十分、念頭に置くべきである。

本報告では，NOX および SOX を１００％近

く、さらに微粒子（PM）を大幅に削減で

きる後処理法について述べる。NOX 処理

のための選択還元型NOX 触媒システム

（SCRシステム）は広く試みられており、

実船への搭載例もある。しかし、還元液に

は有毒なアンモニアや尿素が必要で、装置

が大がかりなものになる。また、この手法

は触媒の性能向上、二次汚染物質の対策と

経済的な高負担が伴うことが課題となって

いる。

また、SOX 排出量削減法としては燃料脱

硫と排煙脱硫があるが、船舶では一般化さ

れていないのが実態である。

PMの除去においては大気排出規制と

NOX、SOX 処理器の汚染防止のために、機

関出口で海水のみによるスクラバー（NOX、

SOX や微粒子を洗いおとす装置）で効率よ

く除去することが重要である。

そこで、筆者が（独）鉄道建設・運輸施

設整備支援機構からの援助のもと、海水の

電気分解によって得た塩素ガスやイオン化

舶用ディーゼル機関から排出されるNOX、SOX 及び PMの
海水電気分解スクラバー法による処理装置の性能試験

神戸大学 理事・副学長
にし だ おさ み

西田 修身
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【図２】　実用向システム（三棟式）スクラバー 

合物によってNOX や SOX の実用向き削減

システムの開発を行い、さらにスクラバー

による PM除去効果を試みている状況を

紹介する。

NOX、SOX削減の
原理とメカニズム

海水の電気分解の基本構成を【図１】に

示した。隔膜はテフロン製の膜を、陰極側

にはチタンラスに白金メッキを施したもの

を用いた。アノード、カソード室のイオン

反応式を示し両室から生成するイオンを示

した。主にアノード側からは塩素ガスと塩

素イオンが発生し、酸性水（pH～～３）が、

また、カソード側からは水素ガスとNa＋、

K＋、Mg２＋、Ca２＋が発生し、アルカリ水（pH

～～１０）がそれぞれ生成される。

○アノード液スクラバー内での主反応

２NO+Cl２←→２NOCl

NOCl+H２O=HNO２＋HCl

HNO２＋HClO=HNO３＋HCl

○カソード液スクラバー内での主反応

Cl２＋OH－＝Cl－＋HClO

HClO+OH－＝ClO－＋H２O

NOCl＋２OH－＝Cl－＋NO２―＋H２O

（過剰のアルカリがあるとき）

３NOCl＋４OH－＝３Cl+NO３－＋２NO＋２H２O

（アルカリが不十分のとき）

○カソードの主反応

２H２O＋２e－＝H２＋２OH―

Mg２＋＋２OH－＝Mg（OH）２

（カソード液：水酸化マグネシウムの沈殿

が混ざったアルカリ液）

○アノードの主反応

２Cl－＝Cl２＋２e―

２H２O=O２＋４H＋＋４e－

Cl２＋H２O=HClO+HCl

（アノード液：塩素と次亜塩素酸を含む、

強い酸性をもつ酸性溶液）

SO２削減については、カソード（アルカ

リ）液中の陽イオンが重要な役割を有し、

主反応は下記のように考えられる。

SO２＋H２O→H２SO３…………………………�１

H２SO３＋１／２O２→H２SO４……………………�２

H２SO３＋２NaOH→Na２SO３＋２H２O ………�３

H２SO４＋２NaOH→Na２SO４＋２H２O ………�４

実船への適用テスト

実船に搭載可能とするために、デッキ部

の煙突内に設置するために【図２】のよう

な装置（実用システム：三棟式スクラ

バー）を作成した。スクラバーは実験室の

都合上横並びとした。Ａ重油使用の実機（１７

kW）からの排ガスは水冷された後、海水

のみの撒布による矩形スクラバーにて微粒
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【図３】　反応棟出口におけるNOx削減効果 

【図４】　反応棟出口におけるSO2削減効果 

【図５】　スクラバーによるPM除去効果 

子〔ドライスート、有機溶媒可溶性物質

（SOF）〕や油分を除去する。矩形スクラ

バーは SUS製で、１０００×４００×４００mmの

形状で、３カ所よりスプレーできるように

しており、内部を目視できるようにした。

排水は下部タンク（６００×６００×６００mm）

に貯えられる。

微粒子除去後、排ガスは縦型円筒スクラ

バー（φ１６５×１５００mm）に導かれる。１

棟目は酸性水を、２棟目はアルカリ水を撒

布する。電気分解器（槽）は６００×４６０×１９０

mmの大きさでできており、両極室の容積

はそれぞれ２０�であり、両棟からの処理液

は再循環できるようになっている。それぞ

れの棟内に２カ所のスプレイノズルが設置

されており、邪魔板が付いている。

【図３】に反応棟出口におけるNOX 削

減効果を示す。酸性水とアルカリ水送液流

量は３�／min で行った。経過時間２０分で

約２．８g/kWhまで削減されている。NOX

削減率は約６０％であった。

【図４】には反応棟出口における SOX

削減効果を示す。SOX はほぼ完全に除去さ

れている。

海水のスクラバーのみによる微粒子の除

去効果を【図５】に示した。図より全ての

成分に渡って約６０％除去することができた。

適用テストで判明したこと

実船に搭載可能とするため、海水電解法

による実用システム（三棟式スクラバー）

を作成し、実機からのNOX、SOX および PM

の削減を行った結果、次のようなことがい

えた。

�１ SOX は海水スクラバーのみでほぼ完全

に除去できた。

�２ NOX については約１０．５g/kWhが約

２．８g/kWhまで削減された。

�３ NOを亜硝酸の段階に導き、１００％処

理すると、下記の式より１０％の電力を必要

とする。
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NO+H２O=HNO２＋H＋＋ｅ－

０．０８９kWh/kWh（エンジン）９％

�４ 微粒子（PM）は、海水のみのスクラ

バーで約６０％削減された。

今後の課題

�１ 【図２】のシステムを煙突内に縦方向

に設置し、実証テストをめざす。【図６】

に４，０００トン級船舶の煙突に設置した模式

図を示す。

【図６】　海水電解法による排ガス処理装置の実船搭載計画 

�２ 日本近海（２００海里内）で年間船舶排

出のNOX、SOX 全てをN、Sイオン化合物

として海水に溶解させた場合のNと Sの

増加割合は、

Ｎ＝０．３９×１０－２（％、W/W）

Ｓ＝０．２２×１０－５（％、W/W）

である。特にＮ分は赤潮のもとになると考

えられるため、窒素ガスに変えればよいと

考える。

ファンネル管内のスペースを利用した当

装置の設置改造または新造を行う。主な構

成機器は電気分解槽、循環ポンプ２台、ス

クラバー３棟、排水タンクなどである。

ゆえに海水中の窒素除去法として、硝酸

性窒素を窒素ガスに還元（脱窒）する脱窒

反応が考えられる。

２NO３－＋５（H２）

→N２＋２OH－＋４H２O

上式反応の電子供与体〔（H２）の供与体〕

には、主として下水中の有機物が利用され

るが、メタノールなどを添加する場合もあ

る。さらに排出海水のCOD、BODおよび

pHなどの管理が重要である。

�３ CO２は触媒反応によるメタン製造プラ

ントによるCH４液化貯蔵または圧縮が考え

られる。【図７】

【図７】　メタン製造プラント 

本研究にあたって、（独）鉄道建設・運

輸施設整備支援機構の支援と芝浦工業大学

客員教授・平田賢氏の助言を得たことに感

謝します。
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はじめに

三菱重工業株式会社の創立は明治１７年７

月７日で、設立は昭和２５年１月１１日。資本

金２，６５６億円（平成１７年４月１日現在）で、

従業員３万３，４６４人（平成１７年４月１日現

在）を抱え、単独売上高が２兆０，９７９億円

（平成１６年度）の会社である。また、長崎

研究所の歴史は古く、安政４年（１８５７）１０

月に徳川幕府の長崎溶鉄所に舎密所【図

１】を設立したのを起源としている。

現在は２課・１２研究室から成り約４５０人

の研究員を擁し、海上物流やエネルギー・

環境の総合研究所として製品の開発、改良

に務めている。これらの開発は材料、強度、

化学、振動、流動・伝熱、トライボロジー、

電子物理などの基礎技術分野の広範な研究

により支えられている。このなかで化学技

術の研究開発の一環として活性炭素繊維

（ACF）を用いる各種環境浄化装置の基

礎的開発を実施してきた。

研究のきっかけ

環境問題への関心の高まりから従来困難

視されてきた常温付近、低濃度（１ppm

程度）NOx条件下での脱硝反応について

も解決が期待され始めている。九州大学の

持田教授らは、濃硫酸で処理をした後、熱

処理した活性炭素繊維がアンモニア吸着の

後、NOを流通させると、脱硝反応を進め

ることを見いだした。当社は、大阪ガス㈱

ともに、この触媒作用を実用性のあるもの

にするため、実ガス模擬条件下での各種活

性炭素繊維の脱硝活性の評価を進めるとと

もに、そのシステムを検討した。

室温レベルでの低温脱硝活性は、ユニー

クな触媒反応があるが、さらに十分な活性

を得るためには適宜再生工程を挿入するこ

とや、また、高湿度や１００℃以上での使用

条件への対応など、実用性評価から金属酸

化物の担持も含めた検討を進めた。

こうした触媒システムの改良や触媒の高

活性化により、より実用性のある触媒シス

テムの構築が期待できることが判明した。

活性炭素繊維の特徴

活性炭素繊維（ACF）は、【図２】に示す

ような繊維状の素材であり、【図３】に示

すように、従来の粒状活性炭と異なり、直

径１０µm程度の繊維状であり、反応物質を

活性炭素繊維を用いる低温脱硝システムの開発

三菱重工業㈱長崎研究所 化学研究室 主席研究員
やすたけ あきのり

安武 昭典

【図１】２００４年に１００周年を迎えた三菱重工業㈱長崎研究所の全

景。左下は、当時の舎密所（せいみしょ：オランダ語の化学）の

絵図。（手前の塀際の小さな建物）
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含むガスなどの有効な接触面となる外表面

積が２００倍以上と大きいことが特徴である。

また、繊維の表面近傍には２０Å以下のミ

クロポアが直接開孔している。このため、

粒状活性炭と比較して吸・脱着速度が速く、

吸着容量が大きい、などの特徴を持つ。ま

た、軽量で成型加工の自由度が高く、炭粉

の飛散がないことから、【図４】に示すよ

うに、現在は主として家庭用浄水器や空気

清浄器に用いられている。

脱硝反応についてもACFと粒状活性炭

とでは活性に差異が認められる。これはミ

クロポアの形態による差が大きいと考えて

いる。

さらに、一般的に活性炭は炭素化合物で

あるため酸素存在下２００℃以上で加熱する

と焼損する可能性からその対策なしには使

用が制限されてきた。一部の検討で４５０℃

程度の加熱で損耗の観測もされている。

一方、活性炭素繊維については、その不

融化安定化処理の過程も含め、揮発分の脱

離および表面の酸化被膜形成が十分に進ん

でおり、一般の活性炭に比較して自己燃焼

性がない。

低温脱硝触媒システム

九州大学での基礎研究において、ピッチ

系ACFを用いると熱処理のみで低温での

脱硝活性が得られることが判明している。

その基礎研究結果から、ピッチ系ACF

として大阪ガス㈱製を選定し、最適な熱処

理条件を施した。この熱処理ACFを触媒

とし、当社所有のマイクロ試験装置にてそ

の活性を評価した。［詳細は三菱重工技報

の３５、６（１９９８）、P４１８に］

ここで、反応温度は室温を代表する２０℃

とし、NO濃度は従来の研究が少ない、低

濃度の１０ppmとした。アンモニアについ

ては、基礎試験の観点から２倍量の２０ppm

を用いた。NOの還元反応の把握のために

バランスガスにはHeを用い、反応後の窒

素生成量の測定が可能なように配慮した。

【図２】活性炭素繊維（ACF）＜大阪ガス提供＞

【図３】 活性炭素繊維と活性炭の比較

【図４】ACFの活用例＜大阪ガスケミカルのHPより＞
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反応初期はほぼ１００％の脱硝率を示し、以

降１７０時間まで脱硝活性が６５％以上に維持

され室温付近でも脱硝が進行していること

が確認された。

ガス組成の分析からNOの反応と等量の

窒素が検出され、NOが窒素まで還元され

ていることが示された。また、併せて実施

した赤外分光法による分析から、亜酸化窒

素は検出されず本反応の進行が支持された。

本反応は、試験開始初期にはNOの吸着

が支配的で、見かけの脱硝反応率はほぼ

１００％に近い値も示す。

一方、基礎試験から乾燥条件下ではNO

の吸着量の多い低温の脱硝率が高く，湿り

条件下では水分とNOの吸着性の相関から

最適温度が存在するような温度に対する特

異な依存性、水分による活性低下が認めら

れる。この結果が示すように、反応にはNO

の吸着酸化が大きく影響することが推定さ

れる。

その結果、外気温、水分濃度は外気吸入

により変動しているものの、反応初期はほ

ぼ１００％のNOの除去率を示していること

は注目すべきことである。

金属担持型
低温脱硝触媒システム

常温付近から１００℃までの低温脱硝には、

前述のようなシステムの検討を行うことで

熱処理ACFのみの触媒で対応が可能であ

ることが示された。一方、１００～２００℃の温

度域でも環境からの要求は現状の排ガス脱

硝触媒の適用が難しいため必要性が大きい。

そこで、コ－ジェネレーション排ガスな

どに代表される排ガス組成について脱硝性

を検討した。

室温程度の低温脱硝を対象とした熱処理

ACFでは、水分共存下で水分の共吸着が

主な原因で脱硝活性が頭打ちとなっている

ことが判明している。

一方、一般の排ガスは大気排出前で１００

～２００℃、水分濃度も８％程度が見込まれ

る。そこで反応活性点をACF表面の官能

基のみに求めるのではなく、金属酸化物の

付加による活性向上を検討した。基礎試験

では、金属を鉄、マンガンおよびコバルト

とし、これらの酸化物をACFに担持後、

アンモニアを還元剤として脱硝試験を行っ

た。

５０℃では、いずれも脱硝活性が低いが担

体としてACF、粒状活性炭（GAC）は３０

～５０％の脱硝率を示している。一方、従来

の酸化バナジウム系の触媒はほとんど活性

を示さない。１００℃では、ACFへの担持で

は８５％程度の活性を示す一方、ほかの担体

では活性は低くとどまっている。

ここで、金属担持型のACF触媒は、

１００℃以上でほかの触媒に比べ高い脱硝性

能を有することが示された。現状、各種排

ガスにおいて従来の脱硝触媒が作動しにく

い２００℃以下で脱硝が求められる状況は依

然として多い。

特に、熱回収にも重点をおいたコージェ

ネレーション排ガスや、焼却炉排ガスの場

合には、脱硝が実施される温度は１５０℃以

下で、通常の脱硝システムを適用するため

には効率の低下や、再加熱などの付加装置

が必要になるなど、適用が困難になるケー

スが多いため、このような条件での今回の

ACF触媒の優位性が確認できている。

46 海と安全２００５・秋号



担持尿素によるNOxの還元

アンモニアに比較して取扱いの容易な尿

素をACFに担持すれば、NOxの還元が室

温で進行する。NO２は直接担持尿素と反

応して、NOはACF上でNOxに酸化さ

れた後、尿素と反応して還元される。ACF

は NOの酸化および尿素の活性化を同時に

進めることができる。従って、酸化活性点

をACF上に残存させるために、最適な尿

素表面被覆率がある。尿素１モルで１モル

のNO（NO２）が還元できるが、水溶液と

して追加すれば、還元を継続できる。

NOxの ACF上での酸化捕捉

NOxは ACF上でNO３まで酸化すれば、

ACF上に滞留するので酸化吸着捕捉も可

能になる。還元反応と比較して、捕捉容量

は小さいが、NO/NO２濃度が１ppm以下

の低濃度であれば、充分な時間の脱硝が継

続できる。

大気の浄化

福岡県の下原氏らは、地下駐車場におけ

る連続浄化試験や小型反応器を用いた屋外

沿道の大気浄化試験を行って、５０ppm程

度のNO２を９０％以上除去できることが判

明している。一方、NOについては７０～８０％

程度の除去となった。地下駐車場では屋外

の相対湿度が５０～１００％で変動しているな

か、気温が屋外より５℃程度高いことも反

映して駐車場内の相対湿度は４０％程度で安

定化している。こうした低湿度においては

安定して高除去率が維持される。

また、特にNOの除去にはNOの酸化を

加速させることや前述の還元剤の共存を考

え、九州大学を中心に研究を実施中である。

技術課題と今後の展望

一連の研究において、ACFを触媒とす

ることで、室温から１５０℃までの脱硝活性

を見いだすことができた。

特に低温での脱硝は、吸着では有利では

あるが、反応速度が遅く必要触媒量が多く

なる傾向にある。触媒の活性向上とともに、

システムの考案も重要となる。

こうしたことを踏まえ、今後、実ガス条

件での長期確認試験などを実施して実用化

を図っていく所存である。

おわりに

環境問題は、今後さらにクローズアップ

されてくるものと思われる。特に、技術的

に解決が困難であった条件下での浄化技術

の実現が急がれるものと考えている。

そのような観点から、従来では脱硝が困

難と考えられる室温レベルから１５０℃程度

の温度範囲での脱硝の可能性が示されたこ

とは意義あることと考えている。さらに、

自動車や船舶の排気ガス浄化にパティキュ

レート捕捉処分が可能となれば、併せて

ACFが使用できるし、室内や医療作業室

の大気環境保全にも利用できる。一方、

ACFの構造についての多様性をさらに拡

大して、機能の向上が可能になる新規な機

能表面化学の構築をめざしている。

当社は、今後も関係先との協力によって

本触媒の実用化に努力していきたい。
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【図１】二酸化窒素の大気環境基準達成状況 

はじめに

本特集のまとめとして、大気汚染および

地球温暖化の防止に期する船舶の対応技術

について、過去の歴史と対応状況を概観し

たうえで将来の課題について述べてみたい。

各国の大気環境の状況には違いが見られ

る。たとえば、日本の大都市域における二

酸化窒素（NO２）環境基準の達成率は近

年低いままに推移しているが、二酸化硫黄

（SO２）の環境基準は大都市圏を含む全国

で充分に達成されており、わが国における

硫黄酸化物削減に対する要求は、欧州に比

較すると低い。一方、陸上発生源を含めた

大気汚染物質の総排出量に占める船舶の割

合をみると、臨海大都市域における寄与率

は、各国ともにNOxや SOxが１０数％～数

１０％と高く、港湾付近の生活域に対する影

響は各国ともに無視し得ない状況にあると

いえる。

このため、国際海事機関（IMO）にお

いて実施されたグローバルな規制は、実質

的な効果が薄く、各国において地域規制を

模索する動きがある。将来の規制とそれに

対応する対策技術について考察を行う。

船舶への排ガス規制の背景

１）各国の大気汚染概況

【図１】～【図３】に、過去１０年間のわが

国における二酸化硫黄（SO２）、二酸化窒

素（NO２）および浮遊腐臭粒子状物質

（SPM）の大気環境基準達成率の推移を

示した。

SO２の大気環境基準達成率が１００％に達

しているのに対して、NO２および SPMの

環境基準達成率は低いレベルで推移してい

ることがわかる。

なぜ、わが国において、物質によってこ

のような大きな差異が出たのであろうか。

この主たる原因は、SO２排出に対しては、

良質燃料の使用などの対策が比較的容易で

あることがあげられる。近年、石油連盟の

船舶の環境対応技術の将来と課題

海洋政策研究財団 海事研究グループ 主任研究員
はなやま しんいち

華山 伸一
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【図２】二酸化硫黄の大気環境基準達成状況 

【図３】浮遊粒子状物質の大気環境基準達成状況 

自主的な取り組みによりガソリン中の硫黄

分が削減されたことは記憶に新しいところ

である。

一方、NO２排出に対しては、機関内で

燃焼中に生成するThermal NOx を制御し

たり、自動車エンジンのように３元触媒な

どを使用してガス濃度を下げる技術が必要

であることなど、硫黄酸化物に比較して対

策が原理的に困難であることがあげられる。

また、大型固定発生源からの発生量が脱

硫・脱硝装置などにより非常に低く抑えら

れているのに対して、燃焼制御装置および

排ガス処理装置の設置が困難な自動車など、

中小型移動発生源についてはその総量の増

加がそれぞれの発生源に対する排出規制強

化の効果を相殺していることも影響してい

るといわれている。このように単体規制に

よる削減効果を活動量の増加が相殺してし

まう状況は、船舶からの大気汚染の対応に

おいても見られる。

一方、欧州や米国においては、硫黄酸化

物の環境基準の達成も、一部の地域におい

ては危うい状況にある。また、主に SOｘ

によって生じる酸性雨は、北欧諸国やバル

ト海周辺を中心に、未だ解決されていない

状況にある。さらに米国においてはカリフ

ォルニア州など一部地域において、オキシ

ダントと SPMの大気汚染状況が深刻であ

り、その原因物質であるNOxと SPMを

極端に削減する必要性に迫られている。

このように、船舶からの大気汚染物質に

期待される意味合いは、わが国と欧州、米

国とでは大きく異なることを、まず把握す

る必要がある。

海と安全２００５・秋号 49



【図４】わが国における船舶からの大気汚染物質の寄与率 

※わが国は、NOx（と SPM）を削減した

いが、欧州や米国は、まず SOxを削減

したい。

２）船舶の大気汚染の影響度合い

海洋政策研究財団では、大気汚染物質の

総排出量に対する船舶の寄与割合を１９９８年

度に調査した。ここでの寄与割合とは、以

下に示す式で定義される。

寄与割合（％）＝Ａ／（Ａ＋Ｂ）

Ａ：船舶からの排出量

Ｂ：陸上発生源からの排出量

NOxおよび SOxについて船舶の寄与割

合を推定した結果を【図４】に示した。船

舶の寄与割合は、いずれの物質についても

かなり高くなっている。

同様の寄与率は、各国においても算定さ

れている。たとえば、欧州についてはEU

１５カ国のEEZ内において、船舶からの寄

与率が２０１０年においてはNOxで４０％、SOx

では４４％にのぼることが予想されるとの推

定結果をEU自身が出している。さらに、

カリフォルニア州における船舶NOxの寄

与度は、２０００年３％、２０１０年５％、２０２０年

９％と試算されている（約１０海里以内の海

域）。

このように、各国における船舶からの大

気汚染物質の寄与率は、近年大きく算定さ

れる傾向にある。これは、陸上において固

定発生源および移動発生源に対する規制お

よび対策が効果をあげていることにより、

規制の緩い船舶の寄与率が相対的に世界的

に上昇していることの現われであると考え

られる。さらに、各国におけるコンテナ・

フェリー輸送の増大、モーダルシフトによ

る内航海運の増加などから輸送量が年間数

％の割合で増大していること、などが反映

されているものと考えられる。従って、１０

年前に比較しても船舶に対する環境対応技

術の必要性は増しているといえよう。
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船舶への大気汚染対策と評価

１）グローバル規制

１９８０年代の主に酸性雨に対する対策の必

要性から、主に IMOにおいて船舶排ガス

に対する規制の議論は行われている。

MARPOL７３／７８条約�付属書は、船舶か

らの大気汚染を国際的規制する唯一のもの

である。その内容は、船舶搭載機関からの

NOx排出基準、SOx排出基準（使用燃料基

準）、有害物質の船上焼却禁止などである。

さて、IMO規制は充分な効果を上げて

いるのであろうか？SOx（硫黄酸化物）に

ついては、燃料中の硫黄分を世界的には

４．５％［特別規制海域（北海、バルト海）

では１％］に規制するものであるが、実質

的に世界の硫黄含有率は、燃料中硫黄分の

モニタリング結果（MEPC５３／４／１）から明

らかなように、およそ２．８％程度で経年的

な変化がない。４．５％キャップは実質的な

意味がないといえる。

次に、NOx（窒素酸化物）については

２０００年１月１日以降に搭載される新造機関

に対して排出率（g／kWh）で規定される

排出規制が実施されている。海洋政策研究

財団の調査によれば、未規制機関に比較し

て IMO規制対応型機関の排出率（g／kWh）

には２３％程度の削減がある。ただし、実海

域においてその差異は接近し、１２％程度に

留まる。さらに、新造船のみが対象である

こと、ほかの移動発生源に比較して規制排

出レベルが同等とはいえないこと、などか

らNOxについても充分な環境改善効果が

あるとはいえない状況である。

このため、地球全体の排出量に与える影

響としては、NOxは１０％減、SOxは現状

のままと考えられる。また、輸送総量の増

加に伴い、一部の海域では正味の排出量増

加が予想される場合すらある。【図５】に

は米国カリフォルニア州の沿岸から１０マイ

ル内のNOx排出量を示しているが、Base-

line で示した輸送量増加（主にコンテナ船

の入港隻数の増加）に対して、MARPOL

規制ではとても総排出量を抑えきれていな

いことが示されている。

【図５】カリフォルニア州における船舶からの 
　　　　NOx排出量の将来予測 

さらに、NOx規制に機関単体の燃焼改

善技術などで対応した結果、現時点で馬力

あたりの燃料消費量（g―fuel／kWh）に対

する影響は殆どないと予想されている。つ

まり、NOx規制あるいは SOx規制が緩い

ものであった結果、船舶からのCO２発生

量については現状では悪影響がなかったと

いう皮肉な結果となっている。

ただし、燃焼改善においてはNOxと

CO２の間にはトレードオフの関係があり、

NOxの規制値が厳しくなればなるほど、

CO２排出量が無視できない程度に増加する

可能性がある。このように環境問題には、

矛盾する幾つかのパラメータについて、う

まく折り合いをつけていく必要がある。

２）地域規制

各国の地域規制には、それぞれ特徴があ
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り、前述した地域の大気汚染状況の特徴を

反映している。

たとえば、日本国内においては、船舶排

ガスに対する本格的な規制は行われてこな

かった。港湾域内の船舶排ガス総量を算定

することが地方自治体に対して義務付けさ

れているが、現状把握に留まり、その算定

方法も前述の IMO規制値との整合性が十

分に取れているとは言えない状況にあった。

しかし、近年は地域規制が行われる状況に

ある。

また、たとえば川崎市および神戸市など

の地方自治体においては、荷主または荷受

人が、船舶の運航業者に対して低硫黄燃料

の使用を要請するよう努めることを定めた

条例がすでに施行されている。また、製鉄

所など民間大形専用ふ頭を持つ一部の事業

所においては、同ふ頭を利用する船舶の荷

役時に低硫黄燃料を使用したり、陸上から

電力を供給することにより、騒音振動の防

止とともに大気汚染物質の排出を抑える取

り組みが行われている。さらに、東京都は

昨年度から船舶排ガス対策として、停泊時

における使用燃料のＡ重油相当への切換え

と、同じく停泊時における居住区への陸電

の供給の技術的な検討を開始しており、将

来的には対策済みの船舶に対して入港料な

どの軽減を検討していると伝えられている。

一方、欧州においては燃料硫黄分を非常

に厳しく規制する動きがある。これは、内

水域を航行する船舶およびEU域内の港に

停泊中の船舶が使用する舶用燃料の硫黄含

有率を２０１０年１月からは０．１％以下とする

もので、現時点では燃料供給体制を含めて

実施には相当の混乱が予想される。

さらに、カリフォルニア州ロサンゼルス

港では、停泊中の船舶が発電のためにデ

ィーゼルエンジンを回し続ける代わりに、

ドック内に設置されたコンセントから電源

を取ることが出来る陸電使用を大型コンテ

ナ船に対しても適用できるコンテナふ頭を

建設したと伝えられている。

このように、港湾区域内もしくは荷役時

の新たな規制が増えている。生活域に近い

発生源が問題になっていると考えられる。

また、NOxで１０％という IMO規制の J資

質効果以上の削減効果が求められていると

考えられる。

今後の規制の動向

以上のような動きを受け、将来にはどの

ような規制が考えられるのであろうか。キ

ーワードは既存船への対応と PMであろう。

IMOにおいても、NOx、SOx規制値の見

直しが検討されようとしている。本年７月

に開催された５３回海洋環境保護委員会

（MEPC５３）においても、規制値の見直し

についての議論が行われた。

議論において問題となったのは、既存船

と新たな規制値の対象となる新造船の不公

平打開と PMの取り扱いである。

先に述べたように、現在のNOx規制は

陸上規制値などと比較して実質的に緩く、

未規制機関に比較して燃費の悪化が見られ

ない。しかし、今後のNOx規制強化を行

えば、脱硝装置などの使用や水エマルジョ

ン燃料などの技術を採用しても、燃費の悪

化が避けられない。船主としては新造船が

既存船に比較して、燃費が悪いのであれば

新造船の導入を抑える動きも予想される。
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特に、同じく IMOにおいて船個体ごとの

輸送効率を算定するためのGHG Index の

算定方法が暫定的に定められており、船主

のみならず荷主もCO２発生量に結びつく

燃料消費量に関して、これまで以上に敏感

になることが明らかである。

また、自動車などに比較して寿命が長い

船舶では、全ての船舶が入れ替わるのに２０

年以上の年月がかかる。これでは、実質的

な効果が再び低くなりかねない。

つまり、今後のNOx規制によって燃料

消費率に影響が出るのであれば、既存船に

比較して競争力が低下する新造船に対して

何らかの救済策が必要である。

同会合においては、新造船については入

港料の軽減などのインセンティブ制度の導

入なども考えられるとしたが、やはり既存

船についても、何らかの規制値を適用する

ことを技術的に検討するべきであるとの結

論で合意した。既存船へのNOx削減対応

技術としては、燃焼噴射時期を遅らせるこ

とによる燃焼改善や、水エマルジョン燃料

などの燃料に対する対策などが考えられる。

さらに、大きな削減率が期待できる脱硝装

置なども視野に入ってくる。削減目標をど

こに立てるか、その運転時間などにより、

対応技術が決定されるであろう。

また、SOxについては海水などで排気

ガスを洗浄してから排出するスクラバーや

陸上の発電所などで用いられる脱硫装置が

考えられる。ただし、NOxに比較すると

装置が大きく、かつコスト高となるため、

今後の精査が必要である。

次に、現時点で PMは規制の対象とな

っていない。これは現状把握が充分になさ

れていないこともその原因にある。先に述

べた寄与度が、国内外ともにNOxや SOx

についてのみ寄与度が算定されていること

からも推察されよう。

大型船舶機関の PM測定は、技術的に

も困難であり、自動車などで用いられる希

釈法による測定は、現時点では確立されて

いるとはいえない状況にある。さらに、

NOxや SOｘなどのガス状物質から、大気

中で粒子状物質に変化する光化学反応が定

性的には知られているが、この定量化には

さらに多くの知見を積み上げることが規制

の前提として必要である。

このような認識のもとで、IMOは PM

についても削減が技術的に可能であるか、

新造船、現存船を含めて検討を開始するこ

ととした。NOxの既存船適用を含めて、

最短のスケジュールでは２００７年４月までに

結論を出すことになっている。

おわりに

船舶の環境対応は、IMOにおけるグロー

バル規制を第一段階、全世界の地域規制を

第二段階として進められてきた。今後、再

び IMOを舞台として、既存船への適用と

PMへの対応を中心に議論が進められてい

くことになる。

本編で述べた大気環境の状況から考える

と、何も規制をしないというアウトプット

は考えられない。わが国の造船界や研究開

発関係の協力により、対応技術の検討を直

ちに強化する必要がある。一方で、グロー

バルな規制として実質的な効果をどこに置

くべきなのか、環境面からの回答を示すこ

とも必要であると考えている。

海と安全２００５・秋号 53



＜付表＞

環境への国際的規制の流れ

＝温暖化（CO２・メタン・フロンなど）＝

★１９９２年 ○温室効果ガス濃度の安定化を

最終目標とする「気候変動枠組み条約」を

採択。

★１９９７年 ○第３回締約国会議（COP３）

で、温室効果ガス排出の数値目標、排出量

取引の導入、共同実施、バンキングなどに

ついて定めた「京都議定書」を採択。

★２０００年 ○第６回締約国会議（COP６）

で、排出量取引などの制度化を採択。

＝オゾン層破壊（フロン・ハロンなど）＝

★１９７７年 ○フロン問題を国連環境計画

（UNEP）で検討。

★１９８５年 ○「オゾン層保護条約（ウイー

ン条約）」を採択。

★１９８７年 ○「オゾン層を破壊する物質に

関する議定書（モントリオール議定書）」

を採択。

★１９８８年 ○オゾン層保護法が公布

★１９８９年 ○第１回議定書締約国会議でフ

ロンとハロンの全廃を宣言（ヘルシンキ宣

言）。

＝大気汚染（NOx・SOxなど）＝

★１９７９年 ○欧米諸国が「長距離越境大気

汚染防止条約」を結ぶ。

★１９８５年 ○「ヘルシンキ議定書」で SOx

排出を規制。

★１９８８年 ○「ソフィア議定書」でNOx

排出を規制。

★１９９７年 ○「MARPOL条約附属書�（船

舶からの大気汚染防止）」を採択。

＝海洋環境＝

★１９５４年 ○「油による海水の汚染を防止

するための国際条約」が発効。

★１９６９年 ○「油による汚染損害について

の民事責任に関する国際条約（CLC）」を

採択。

★１９７１年 ○「油による汚染損害の補填の

ための国際基金の設立に関する国際条約

（FC）」を採択。

★１９７２年 ○「廃棄物その他の物の投棄に

よる海洋汚染の防止に関する条約（ロンド

ン条約）」を採択。

★１９７３年 ○「船舶による海洋汚染防止の

ための国際条約（MARPOL）」を採択。

★１９７８年 ○「１９７３年の船舶による海洋汚

染防止の国際条約に関する議定書（MAR-

POL７３／７８）」を採択。

○「船員の訓練、資格証明及び当直維持

の基準に関する国際条約（STCW）」を採択。

★１９９０年 ○「油による汚染に係る準備、

対応及び協力に関する国際条約（OPRC）」

を採択。

★１９９２年 ○タンカーの構造規制（新造船

は１９９６年７月以降に引き渡したタンカーか

ら、既存船は１９９５年７月以降に船齢２５年を

超えるタンカーを二重構造化）

★１９９６年 ○「危険及び有害物質の船舶に

よる海上輸送に伴う損害についての責任並

びに賠償及び補償に関する国際条約

（HNS）」を採択。

★１９９９年 ○有機スズ系船底防汚塗料の規

制（１０年以内に全面禁止の方向）
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海守便り 

地方での講習会を企画

海守では、活動の重要な１つに位置づけ

ている「流出油災害ボランティアリーダー

養成講習会」を、流出油防除訓練施設が整

っている（独）海上災害防止センター・横

須賀研修所において、これまで４回にわた

って実施してきました。

今後も同研修所での養成講習会を続ける

予定にしていますが、遠方から参加される

受講者には、旅費などの負担も大きいこと

から、これまでに地方での講習会開催を望

む声が、多数寄せられていました。

地方での開催の場合、カリキュラムのう

ち、座学については横須賀研修所での講習

会と同内容の実施が可能ですが、実地訓練

については会場の施設などから、横須賀研

修所と同等に行えないといった課題があり

ました。

その対策として、実地訓練の視聴覚学習

を取り入れるなどの工夫をして、基礎講習

会として実施する運びとなりました。

隠岐の島と名古屋市で

地方での流出油災害ボランティア基礎講

習会は、１０月８日（土）と９日（日）に島

根県の隠岐水産高校で、また１０月２９日（土）

に名古屋市内の名古屋港湾会館において、

それぞれ実施の予定です。

流出油に関する基礎的知識を習得したい

と思う皆さんの、積極的な参加をお待ちし

ています。

講習内容の概要

＝隠岐会場の場合＝

（座学）

� ボランティア概論（４０分）

� 流出油の種類および性状

流出油事故対応の基礎

現場の安全管理（７０分）

� 海岸清掃要領（３０分）

（実習）

� ロープワーク（２０分）

� オイルフェンスなどの取り扱い実習

海岸清掃実習

油処理剤、吸着剤小実験（１８０分）

名古屋市内の会場でもほぼ同内容です。

参加申込の詳細はＨＰに

流出油災害ボランティア基礎講習会に参

加を希望される方は、海守ホームページを

ご覧になるか、直接海守事務局に電話でお

尋ねください。

修了証を交付

流出油災害ボランティア基礎講習会を受

講された方には、修了証が交付されます。

また、海守手帳をお持ちの方には、手帳の

証明欄にも証明します。

地方での講習会に参加を！
（海守事務局）

海守事務局

TEL ０３―３５００―５７０７

FAX ０３―３５００―５７０８

URL http : //www．umimori．jp/pc/

e―mail : info@umimori．jp
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はじめに

近年の情報通信および情報処理技術の発

達は、インターネットや携帯電話などに代

表される双方向・大容量通信の急速な広ま

りとともに、社会生活を大きく変えつつあ

ります。これに対応して気象庁は、天気や

地震などに関する情報を迅速にわかりやす

い形で提供することを目的として、２００１年

８月よりＨＰ（http : //www．jma．go．jp／）

に、予報、注意報・警報、気象衛星画像や

天気図などの画像情報や観測資料などを掲

載してきており、現在多くの方々に利用い

ただいています。

船舶においても、インマルサット―C（９．６

kbps）や インマル サ ッ ト―B/HSD（６４

kbps）の比較的高速な通信が利用できる

ようになるなど、インターネットの利用環

境が整い始めており、２００４年に当庁が行っ

た「船舶向け海洋気象情報のアンケート」

によれば、約２０％の船舶からインターネッ

トが利用可能という回答を得ています。気

象庁では、これらの情報通信環境の変化に

対応して、船舶向けの情報提供を充実する

ために、２００５年１月１７日よりインターネッ

ト上に「船舶向け天気図提供ページ」※を新

設し、その運用を開始しました。

※船舶向け天気図提供ページ＝http : //

bosaidata．kishou．go．jp/jmh/jmhmenu．

html

ここでは、「船舶向け天気図提供ページ」

の概要と、２００５年３月より新たに提供を開

始した「外洋波浪１２・２４・４８・７２時間予想

図」について紹介します。

船舶向け天気図提供ページ

現在、気象庁から提供されている海上気

象情報には、船舶から報告される海上気象

観測データ、海洋気象ブイや気象衛星によ

る観測データ、数値予報モデルの予測など

をもとにした海上の気象実況や予報・警報、

沿岸および外洋の波浪、海面水温、海流、

海氷などの実況と予想に関する情報があり

ます。これらの情報を提供する手段として、

気象無線模写通報（無線ファックスによる

天気図類の通報のことで、以下 JMHと略

す。）がありますが、この通報は現在でも

多くの船舶が外洋で天気図などの気象情報

を得る主要な手段であり、上記の２００４年に

実施したアンケートにおいても９０％以上の

船舶から有用なサービスであるとの回答を

得ています。

しかしながら、JMHはスケジュールに

従って放送されるものを、船舶上のファッ

クス受信機で受信して情報を入手するため、

放送時間に電波の受信状態が悪かった場合

などには、必要な情報が得られないことに

なります。このことから、いつでも最新の

天気図を鮮明な画像で閲覧することができ

るようにするため、インターネットの特性

インターネットを通じた船舶向け海上気象情報の提供

気象庁 地球環境・海洋部 海洋気象課
ふじもと としふみ

藤本 敏文
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を活かした「船舶向け天気図提供ページ」

を今回開設しました。「船舶向け天気図提

供ページ」のトップページは、JMHのス

ケジュール表と同じ様式となっており【図

１】、この表中の天気図名をクリックする

と、対応する天気図が表示されます（更新

は JMHの放送時間と同時刻）。また、気

象衛星雲写真や高層気象実況・予想天気図

などは、JMHで放送していない時刻のも

のも提供しています。

ここで提供している図は、船舶での通信

環境を考慮して、できるだけ小さいファイ

ルサイズ（大きなもので５０Kバイト前後）

にしています。なお、より鮮明な図が必要

な利用者のために解像度の高い図も提供し

ています。

新しい外洋波浪図
（７２時間先までの予想図）

の提供

気象庁では、これまで外洋波浪実況図、

外洋波浪２４時間予想図などを JMHなどを

通じて提供してきましたが、船舶関係の

方々から頂いたより予想期間の長い波浪予

想図の提供の要望に応えるため、数値波浪

モデルの改善を行い、２００５年３月より JMH

および前記の船舶向け天気図提供ページに

おいて、これまでの２４時間予想図に加えて、

「外洋波浪１２・２４・４８・７２時間予想図」【図

２】の提供を開始しました。

この予想図は、毎日２回（日本時間９時、

２１時初期値）の数値波浪モデルによる１２、

２４、４８、７２時間後の波高（等値線）、卓越

周期（数字）、卓越波向（矢印）の予想結

果を表しています。

おわりに

気象庁では、今後進展が予想される船舶

通信の高速化や低価格化などの環境変化に

配慮しつつ、利用者の要望を反映しながら、

船舶向け情報の充実を図っていきます。

【図１】「船舶向け天気図提供ページ」のトップページの一部 スケ

ジュール表上の天気図名をクリックするとその天気図が表示されます。

【図２】 外洋波浪１２・２４・４８・７２時間予想図の例

（２００５年６月の台風４号通過時）
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居眠り海難の防止に向けて

平成１６年における船舶海難を原因別で見

ると、見張り不十分、機関取扱い不良など

の人為的要因が７割強を占めており、見張

り不十分の一因子である居眠りによる海難

については、依然として後を絶たない状況

が続いています。

平成１３年から平成１６年の４年間に居眠り

運航に起因する海難隻数は４５８隻であり、

特徴としては、次のとおりです。

●貨物船やタンカー（３５％）、漁船（５３％）

で全体の９割弱

●日本籍船が９９％

●貨物船やタンカーは、５００総トン未満の

船舶が８９％

●漁船は、２０総トン未満の船舶が８５％

●自動操舵を使用中が８０％

●１人船橋当直が９８％

●貨物船やタンカーの居眠り海難の７割弱

が瀬戸内海に集中

昨年、瀬戸内海において内航貨物船が沿

岸の民家を損壊するという社会的反響の大

きい海難が発生しましたが、次に紹介する

事例のように、タンカーが絡む海難は、深

刻な海洋汚染を引き起こし、地元漁業関係

者に甚大な被害を与えるなど、極めて社会

的反響が大きく、さらに、爆発、炎上など

周辺に被害が及ぶ大規模な海上災害にもつ

ながることが懸念されるところです。

事例紹介

山口県宇部港沖に錨泊していた危険物積

載船Ａ丸（総トン数１，５５７トン、積荷エチ

レン８００トン）に、居眠り運航によるＢ丸

（総トン数４９７トン）が衝突。その衝撃に

よって、Ａ丸から燃料油が流出するととも

に、発電機配電盤の損傷により、積荷であ

るエチレンの冷却が不可能となり、タンク

破壊の危険が生じたことから、緊急避難措

置として、積荷であるエチレンを自然放出

させたもの。

内航貨物船やタンカーの
居眠り海難防止対策

海上保安庁では、居眠り海難の防止へ向

け各種の啓発活動を実施しているところで

あり、内航貨物船への対策については、瀬

戸内海をはじめとし全国各地で実施してい

る海難防止運動、訪船指導により、「適切

な見張りの励行」、「自動操舵装置の適切な

使用」、「国際ＶＨＦ無線１６チャンネルの常

時聴守」の啓発活動のほか、船舶所有者な

海保だより
海上保安庁 交通部

緊急避難措置としてのエチレン放出するＡ丸
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どに対しては、今年４月から、定員規制違

反船舶の指導が強化されたことから、適切

な乗組み定員の確保のほか、船員の過重労

働につながる「無理な運航計画、配船計画

の自粛」、「乗組員への適切な海難防止指導

の実施」などの指導とともに、事故が発生

した場合の社会的責務の重要性を再認識し、

運航に関する基本的事項の遵守徹底を図る

よう、お願いしているところです。

漁船の居眠り海難防止対策
～漁船海難防止強化旬間～

平成１６年における漁船海難は、全体の約

４割を占め、死亡・行方不明者を伴う海難

については、半数以上を占めていることか

ら、漁船に対する安全対策についても積極

的に取り組んでいるところであり、昨年度

に引き続き、９月２１日～３０日までの間を「漁

船海難防止強化旬間」と定め、関係省庁と

連携し取り組むこととしています。

今年度は、「ライフジャケットの着用推

進」や「適切な安全運航の徹底」を重点事

項としており、ライフジャケット未着用に

よる死亡者を減少させるため、ライフジャ

ケット着用推進モデル漁協の指定活動のほ

か、居眠り運航などによる海難の防止のた

め、訪船・現場指導、海難防止講習会など

を通じた漁業者個人の安全意識の高揚のほ

か、漁連、漁業組合などを含めた組織的な

安全対策を推進することにしています。

睡眠時無呼吸症候群って？

睡眠時無呼吸症候群（Sleep Apnea Synd

rome：SAS）とは、睡眠中に本人がまっ

たく無意識のうちに幾度となく呼吸が止ま

ってしまう病気であり、医学的には、「１０

秒以上の無呼吸が、一晩（７時間以上の睡

眠中）に３０回以上生じる病態」と定義され

ています。

このため、本人の眠りの質が悪くなるた

め、実質的な睡眠不足となり、昼間に居眠

りや判断ミスを引き起こしやすいとされ、

交通機関における事故との関わりで社会的

に問題になっているところです。

SASについては、本人の認識が最も必

要とされるところですが、健康診断時にお

ける専門医のチェックにより、船員の SAS

に対する認識の向上につなげるとともに、

SASに起因する事故の未然防止にもつな

がると思われるため、関係機関と連携した

所要の対策を検討することにしています。

資料を手に、漁業者にライフジャケットの着用や
安全運航について指導する海保職員
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主　な　議　題会　議　名月　日

①平成16年度における海難および人身事故の発生と救助状況

②平成16年度全国海難防止強調運動実施結果

③平成17年度全国海難防止強調運動の実施計画案

①事業計画案の検討　②東京港の航行環境

③第７次港湾計画改訂の概要

④船舶交通面の安全性、船廻しの安全性に係る評価手法・指標の検討

①港湾計画の改訂（境港港）　

②港湾計画の一部変更（四日市港、名古屋港、横浜港、神戸港）

①海上交通流シミュレーション結果の検討

②ビジュアル操船シミュレータ実験実施方案の検討

③品川ふ頭、15号地ふ頭などでの船廻しの安全性の検討

①前回委員会議事概要案の承認　②第80回MSCの審議概要

③第51回NAVの審議概要　④欧州における最近の海事動向

①平成16年度事業報告　②平成16年度決算　③役員の選任

①操船シミュレーション実験結果　②出入港および係留に係る安全性検

討　③安全対策

①委員長の選任　②前回委員会議事概要の承認　

③平成17年度実施計画案の承認

④MEPC53への対応（バラスト水作業部会への対応含む

①新潟港の歴史について（日本海海難防止協会）

②海難防止団体による台風・津波などの災害に対するこれまでの取り組

みと今後の対応　

③海難防止団体と地域社会との連携

④海難防止団体などの会報

①調査計画書案　②調査要領

③ヒアリング調査

①安全対策

②報告書案

全国海難防止強調運動実行委員会

東京港港湾計画改訂に係る船舶航行安全対策検討調査委

員会

港湾専門委員会

東京港港湾計画改訂に係る船舶航行安全対策検討調査委

員会

海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海上安全）

通常総会

八戸港小型LNGタンカー航行安全対策調査委員会

海事の国際的動向に関する調査研究委員会（海洋汚染防

止関係）

全国海難防止団体等連絡調整会議

国家石油備蓄基地の荷役技能評価に関する調査委員会

八戸港小型LNGタンカー航行安全対策調査委員会
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日本海難防止協会のうごき（平成１７年５～７月）

●５月１６日：海難防止強調運動の実行委員会を開き、２００５年度の実施計画決める
当協会は１６日、都内にある海上保安庁で全国海難防止強調運動実行委員会を開き、同運動のＰＲ活動の強化などを

盛り込んだ２００５年度の実施計画を、原案通りで承認した。委員会には、構成委員１７人のほか関係官庁から１３人が出席

した。委員らは、前年度多発した台風海難への対策、小型船の免許、中央と地方の運動の関係などを巡って、活発に

意見を交わした。なお、決定した実施計画にもとづき今年も７月１６日～３１日までの間、訪船指導などの運動を全国で

展開している。

●６月３０日：理事会と総会を開き、２００５年度の事業計画などを承認
当協会は３０日、２００４年度の事業内容と決算、および役員の選任などについて、審議・承認を求める理事会と総会を

都内の霞ヶ関ビルで続けて開き、いずれも議案を原案通りで承認した。会議には、構成委員６０人のうち５７人（委任を

含む）が出席した。来賓として出席した石川裕己・海上保安庁長官は、懇親会の場で「日海防をはじめとする民間の

多岐にわたるサポートを心強く思っている。日本が海を生活の基盤にしている限り、海の安全と環境はわれわれにと

って永久の課題である」と述べて、当協会の今後の活躍に期待を寄せた。

●７月５日：水産・食料研究会で「漁船海難の現状と対策」をテーマに熱弁振るう
当協会の津田眞吾常務は５日、都内のコープビルで開かれた水産・食料研究会（小沼勇会長）の第２回勉強会に講

師として招かれ、「漁船海難の現状と対策」をテーマに約１時間熱弁を振るった。津田常務は、漁業団体をはじめ大手・

中堅会社の役員や労組幹部などの聴講者約２０人を前に、減少していない登録漁船数に対する海難発生率について、自

身の経験を紹介しながら現状を説明。「発生数の７０～８０％を占める人為的ミスによるものを、今後どう減らすかが大き

な課題」と問題提起のうえで、「航海計器への過信、見張り不足、居眠りの増加などは、緊張感の欠如によるもの」と

指摘し、対策では「１つでよいから他船に誇れることを実施すること。例えば救命衣の常時着用や出港前の点検など。

このようなことが他の安全対策にもつながっていく」と力説した。

●７月７～８日：全国の海難防止団体などが一堂に介し、日頃の活動などを報告しあう
当協会は７日から２日間、全国の海難防止団体などによる連絡調整会議を新潟市内で開き、関係者ら約３０人が出席

した。この会議は、日本海事財団の委託によって実施しているもの。会議では、台風・津波対策にかかわる活動や、

地域社会との連携活動などが報告され、熱心に意見を交わし理解を深めあった。
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海難種類

用途

466 0 2 0 0 0 2 6 2 0 2 0 9 43 貨物船

一
般
船
舶

123 0 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 7 12 タンカー

015 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0 1 8 旅客船

5204 6 6 16 1 3 24 50 5 0 5 13 31 44 プレジャーボート

038 2 1 2 0 1 4 0 2 0 0 0 9 17 その他

18152 2 1 6 6 0 6 11 4 0 9 12 20 75 漁　船

043 2 1 3 0 0 1 9 2 0 1 2 7 15 遊漁船

28541 12 11 27 7 4 38 81 18 0 18 27 84 214 計

死　　亡
行方不明気象・海象海難

種別発生日時および発生場所総トン数
（人員）船名等船種No.

行方不明
１人

天気　晴
波浪　１ｍ
視程　10km

衝突５月29日09：45ころ　伊豆半島石
廊崎の沖合

497トン
（乗員５人）
3.4トン

（乗員２人）

海隆丸
（日本）
拡日丸
（日本）

貨物船
遊漁　
兼用船

笊

　沖縄を出港し、石廊埼沖を横浜に向けて航行していた「海隆丸」の船長は、衝突の約５分前にスパンカー（船
尾部に設置している帆）を広げ、漂流している「拡日丸」を確認していたが、その後海図台に目を移し、入港
地についての打ち合わせを行う。一方、漂流していた「拡日丸」は、衝突の約５分前に航走を開始、その後に
「海隆丸」と衝突した。打ち合わせ後、「海隆丸」の船長は自船の船尾方向に転覆している「拡日丸」を目撃し、
自船と衝突したものと判断し船を反転させ、衝突・転覆後に泳いで船腹に這い上がった乗員１人の救助にあたっ
た。亀裂の入った「拡日丸」は、やがて亀裂部から折れ、船橋のある船尾部が沈没。衝突時、操舵室にいた船
長が行方不明となった。

なし
天気　晴
波浪 ０ｍ
視程15km

衝突
６月24日02：25ころ　長崎県対馬
市の三島灯台から北東約９海里の
沖合

3,997トン
（乗員14人）
19トン

（乗員２人）

HAPPY STAR
（韓国）
第八大豊丸
（日本）

貨物（コン
テナ）船
漁船

笆

　釜山を出港し、対馬市沖を自動操舵で宮崎県の細島に向けて航行していた「HAPPY STAR」は、右前方３海
里付近に「第八大豊丸」を確認し、衝突の約３分前に手動操舵に切り替え針路を変更、発光によって注意喚起
したものの、「第八大豊丸」の針路・速力に変更はなかった。一方、対馬の東方海域で探索しつつ操業していた
「第八大豊丸」の船長は、衝突する約40分前に針路確認したが、その時に周囲に他船を確認できなかったこと
から、それ以後、見張りを行うことはなく、「HAPPY STAR」に気づくことはなかった。「HAPPY STAR」は、
自船が避航船だと認識していたが、相手が避けると思い込んでそのまま航行、衝突直前になって回避行動を取
るも、間に合わずに「第八大豊丸」と衝突した。衝突後、「第八大豊丸」は自力で近くの漁港に入り、乗員にも
ケガはなかった。

～協力会員になりませんか～

日本海難防止協会は、海難防止と海洋

汚染防止の周知宣伝のほか、調査研究を

事業の柱に活動していますが、海洋の多

目的利用への国民の期待が増すなかで、

当協会の果たす役割は重要なものとなっ

ています。

このため当協会では、海難防止や海洋

汚染防止事業のより一層の充実発展を図

るため、海事関係者ばかりでなく広く一

般の方にも支援と協力をいただく、協力

会員という制度を設けています。対象は

団体や個人。会費は年間１口５，０００円。

協力会員には、情報誌「海と安全」を

１口につき年４回（季刊）お届けしてい

ます。希望の方は、当協会総務部へ連絡

下さい。（�０３－３５０２－２２３１）

船舶海難の発生状況（速報値）（平成１７年４～６月）
（単位：隻・人）

主な海難（平成１７年５～６月発生の主要海難） 海上保安庁提供
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★今号の記事では、巻頭の

対談を通して、取り上げた

地球温暖化の問題解決には、

地球上のすべての国々が相互に依存しあって削減

に努力しなければ解決できないことを再認識しま

した。また、特集構成の検討段階で、排出削減条

約を批准しなかった最大のエネルギー消費国であ

る米国内のロスアンゼルスが、大気汚染解決策と

して埠頭に船舶向けの陸電供給装置を設置、また

港から２０マイル以内の入出港船舶の速力を１２ノッ

ト以下に規制している事実を知りました。

★このロスアンゼルスの取り組みについて、なん

とか今号の特集で取り上げたいと関係先にあたっ

たのですが、残念ながら実現しませんでした。再

度のチャンスがあれば、実現に向けてまたチャレ

ンジしたいと思っています。

★今号の特集では、ＮＯxやＳＯxなどの削減に

ついて研究開発に従事している諸先生から執筆い

ただきましたが、どうしても専門的内容に触れざ

るを得ず、読者にとって「資料性濃い情報誌」と

なってしまった感はいなめません。われながら「ま

だまだ、努力が足りないなあ」と反省しています。

★今回も読者のご意見を紹介します。（大下）

■神戸の海運会社・高寺喜吉さんから

☆ここ何号か、読者から確信をついた意見が相次

いで掲載されているのを見て投稿した次第です。

前号の夏・５２５号「台風による船舶海難を防げ！」

を読みましたが、私も最近の「海と安全」につい

て、構成や内容面で大きく変わったと注目してい

る１人です。

☆そのなかでも、この夏・５２５号は内容が充実し、

読者に訴えるものが随所に見られ、感心しました。

特に、海王丸の記事は船内で救助を待つ者や救助

にあたる者の様子が臨場感に溢れて読者に伝わり、

力作でした。また、航海訓練所の立場にも配慮し

てあり、きっと編集者は取材や記事のまとめに大

変だっただろうと勝手に想像しています。

☆さて、編集者は２００４年の春号で、「資料として

の情報誌」か「読者に読まれる情報誌」のいずれ

をめざすべきかを悩んでいました。しかし、結論

は簡単。間違いなく「読者に読まれる情報誌」を

めざすべきなのです。なぜなら、どんなに資料と

して優れた情報誌でも、読者の関心を集めず読ま

れもしないものなら、それは情報誌として「何の

値打ちもない」と言っても過言ではないでしょう。

「海と安全」が、書棚を飾るアクセサリーとなっ

ては困るのです。それでも「資料としての情報誌」

を追求するようならば、季刊号として変革に汗し

てきたこれまでの努力は水泡に帰すことになるの

では。

☆読者に関心のあるテーマ、世間の注目を浴びて

いるテーマを取り上げ、その記事の中に編集者が

読者に訴え・考えてほしいものをキラ星のごとく

散りばめる、それが編集者にとっての腕の見せど

ころではないでしょうか。もちろんそのためには、

高性能のレーダーを、社会に向けておく必要があ

りますし、執筆者をはじめ協会内部の関係者も、

編集者へのバックアップを惜しんではなりません。

☆あれこれ述べましたが、そんな意味においても、

前夏号は読者の期待に応えてくれた一冊になった

と思います。苦労が多いとは思いますが、今後も

頑張ってください。

■北海道の高校生・遠藤翔太くんから

☆いま、テレビでも「海猿」が放映され、好評を

博しています。「海上保安の人たちも大変だなあ」

と率直に感じているところですが、特救隊の隊員

の勇気ある行動に憧れを感じている自分が一方で

います。

☆前号の５２５号「台風による船舶海難を防げ！」

を読みました。同じ学生として、「海王丸」で恐

怖を味わった実習生の皆さんには、心からの同情

とこれに屈せず立派な船乗りになってほしいと願

っています。僕も、実習生の皆さんに負けずに頑

張ります。今後の「海と安全」が楽しみになりま

した。また、良い特集を組んでください。
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